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は じ め に 

 現在、わが国では少子化や核家族化の進行、女性の就業率の

上昇、地域社会の活力の低下など、子どもや子育てを取り巻く

環境が大きく変化しています。このことから家族や地域におけ

る子育て機能の低下や子育て中の親の負担感の増大に対応す

るため、子育てを国や地域をあげて社会全体で支え合う仕組み

の構築が必要となっています。 

国においては、平成 24年に「子ども・子育て関連３法」が

成立し、平成 27年４月からは幼児期の学校教育や保育、地域

の子育て支援の量の拡充や質の向上を更に進めるための「子ど

も・子育て支援新制度」が本格スタートしました。 

 本町においては、前計画である「茨城町次世代育成支援行動計画」の基本理念を継承しつつ新

たな制度に基づいた「茨城町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、平成 27年度から各種子育

て支援事業を積極的に推進してまいりました。特に、地域子育て支援拠点事業の実施箇所を増や

すとともに、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行う、子育て世代包括支援センター

「にこ☆きら」を設置し、安心して妊娠・出産・子育てができる体制を整備いたしました。また、

女性の就業率が上昇し、保育ニーズが高まったことから保育施設や放課後児童クラブの改修・増

改築を行い、保育の量的拡大及び確保に努め、安心して子どもを預けられる環境を整えてまいり

ました。 

 このたび、計画の期間が令和元年度で終了することから、これまでの取組の成果と課題を踏ま

え、令和２年度から令和６年度までを計画期間とする「茨城町第２期子ども・子育て支援事業計

画」を策定いたしました。 

 この策定に当たりましては「子どもを安心して生み育てられる夢と希望を未来へつなぐまち」

を計画の基本理念とし、安心して生み育てられ、生涯このまちで暮らしたいと思えるような、安

全で快適な地域社会の実現を目指すこととしております。 

 最後になりますが、今回の計画策定に当たりまして、ニーズ調査にご協力いただきました町民

の皆様並びに貴重なご意見・ご提案を賜りました茨城町子ども・子育て会議の委員の皆様に深く

感謝し、心から御礼申し上げます。 

   

 令和２年３月 

 

茨城町長  小  林  宣  夫 
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【障がいの表記について】 

   町では、「害」の文字が不快を与え、誤解を招くおそれがあるとして、「障がい」の「害」

を「がい」に改めて表記しています。 

   なお、団体等の固有名詞や法律用語等は、除いています。 
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第１章 計画の概要 
１ 計画策定の背景と目的  
（１）第２期計画の策定経緯と概要  

わが国の少子化対策は、平成２年に合計特殊出生率（一人の女性が出産可能とさ

れる 15歳から 49歳までに産む子どもの数の平均）が 1.57と判明したところか

ら始まり、国や自治体は様々な方針や取組を発表・実行してきましたが、平成 29

年には 1.43となっております。 

平成 22年３月、次世代育成支援対策推進法に基づく「茨城町次世代育成支援行

動計画（後期計画）」を策定し、子育て環境の整備を進めてきており、平成 24年

には「子ども・子育て関連３法」が成立し、これら法律に基づく子ども・子育て支

援新制度が平成 27年４月から施行されたことから、「質の高い幼児期の学校教育・

保育の総合的な提供」・「保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善」・「地

域の子ども・子育て支援の充実」を目指し、これらの取組を積極的に進めてきまし

た。 

また、平成 27年３月には、第１期「茨城町子ども・子育て支援事業計画」（平

成 27年度～令和元年度）を策定し、就学前の教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業の提供体制の確保に努めてきました。 

令和２年度を始期とする「茨城町第２期子ども・子育て支援事業計画」（令和２

年度～令和６年度）は、女性の社会進出に伴う低年齢児の保育ニーズの増大、核家

族化や地域のつながりの希薄化による子育てに不安を抱える保護者の増加など、本

町の子どもを取り巻く現状や国における「ニッポン一億総活躍プラン」や「子育て

安心プラン」等の施策の方向性を反映させ、子どもを安心して生み育てられる環境

整備を推進します。 
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（２）子ども・子育てをめぐる近年のわが国の動向  
国は様々な方針や取組を発表・実行し、本町においてもそれに基づき、取組を進

めてきました。第１期期間においては「子ども・子育て支援法」の改正や「ニッポ

ン一億総活躍プラン」の閣議決定等が行われ、これらを踏まえ、平成 29年６月に

国から「子育て安心プラン」が発表され、以下の方向性が打ち出されました。 

 待機児童の解消 

 女性の就業率の向上（Ｍ字カーブの解消） 

 保育の受け皿の拡大と質の確保、保育人材の確保 

 保護者への「寄り添う支援」の普及促進 

 幼児教育の無償化（「新しい経済政策パッケージ」より（平成 29年 12月

閣議決定）） 

また、幼児教育・保育の無償化の実施のための子ども・子育て支援法改正、「新・

放課後子ども総合プラン」（平成 30年９月 14日公表）の策定、児童福祉法改正

等を受けた児童虐待防止対策・社会的養育の見直し、その他の制度の施行状況や関

連施策の動向を反映させるための改正に伴い、令和元年 10月に「教育・保育及び

地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付並び

に地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保

するための基本的な指針」（通称：基本指針）が改正されました。その概要は次の

ページとなります。 
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子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正について 

 

１．「新・放課後子ども総合プラン」の策定に伴う追記 

・放課後子供教室との一体型の推進や学校施設の徹底的な活用を図ること。 

・目標事業量の設定に当たって、５歳児のうち、２号認定を受ける者や幼稚園における預かり保育の定期

利用者等も含めてニーズを幅広く想定するとともに、地域における女性就業率の動向をも配慮すること。 

 

２．児童福祉法改正等を受けた児童虐待防止対策・社会的養育の見直しに伴う追記 

① 児童虐待防止対策について、平成 28年以降の累次の児童福祉法等の改正、「児童虐待防止対

策の抜本的強化について」（平成 31年３月 19日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）

等を踏まえ、以下の事項等を追記。 

・子どもの権利擁護に関して、体罰によらない子育て等を推進すること。 

・児童虐待の発生予防・早期発見、発生時の迅速・的確な対応等を行うため、支援を必要とする子どもや

妊婦の早期の把握、市町村子ども家庭総合支援拠点の整備、要保護児童対策地域協議会の取組の強化、

児童相談所と市町村等の情報共有の推進、児童相談所の人員体制の強化及び専門性の向上や一時保護所

の体制の充実等を図ること。 

② 社会的養育の充実について、平成 28年改正児童福祉法の新しい理念である子どもの権利保障

と子どもの家庭養育優先原則を実現するため、「都道府県社会的養育推進計画策定要領」（平

成 30年７月６日・厚生労働省子ども家庭局長通知）に基づき、策定すること。 

 

３．その他制度の施行状況や関連施策の動向を反映させるための追記・改正 

・幼児教育・保育の質の向上に資するよう、市町村は、教育・保育に関する専門性を有する指導主事・幼

児教育アドバイザーの配置・確保等に努めること。 

・児童福祉法に基づく障害児福祉計画について、障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズを把握す

ることとされていることを踏まえ、市町村計画・都道府県計画の作成に当たって調和を保つべき計画と

して明記すること。 

・保護者の選択を保障する観点から、幼稚園の利用希望及び保育を必要とする者の預かり保育の利用希望

に対応できるよう、市町村等は、適切に量を見込み、確保の内容について公立幼稚園の入園対象年齢の

引下げ等も含め検討すること。 

・国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国した幼児や外国人幼児、両親が国際結

婚の幼児などの外国につながる幼児の増加が見込まれることを踏まえ、当該幼児が円滑な教育・保育等

の利用ができるよう、市町村等は、保護者及び教育・保育施設等に対し必要な支援を行うこと。また、

事業者等は、運営等に当たり円滑な受入れに資するような配慮を行うことが望ましいこと。 

・医療的ケアが必要な児童の支援のための総合的な支援体制の構築等について、市町村計画の作成に関す

る任意的記載事項及び都道府県計画の作成に関する基本的記載事項に追加すること。また、障害児入所

施設については、小規模グループケアの推進、身近な地域での支援の提供、本体施設の専門機能強化を

進めることが「望ましい」とされていたものを、「必要である」に改めること。 

・地域子ども・子育て支援事業についても、市町村支援事業計画の中間年の見直しの要否の基準となるこ

と。 

 

４．幼児教育・保育の無償化の実施のための子ども・子育て支援法改正に伴い以下を追記。 

・市町村における子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保。 

・都道府県における子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との連

携。 
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子ども・子育てをめぐるわが国の動向 
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２ 計画の位置づけ  
本計画は「子ども・子育て支援法」に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画で

あり、本町が推進する教育・保育及び子ども・子育て支援事業の提供体制の確保やこ

の法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画です。 
また、本計画は本町の最上位計画である「茨城町第６次総合計画（いばらきまち未

来への道しるべ）」の個別計画としての性格を持っており、将来像である『三世代が

共に輝く元気交流空間 夢と希望を未来へつなぐまち』を、子ども・子育ての面から

実現していく役割を担っています。 
さらに、本計画は「次世代育成支援対策推進法」第８条における「市町村行動計画」

に位置づけます。基本理念及び基本目標においては「茨城町次世代育成支援行動計画」

を踏まえ、現状に鑑みて見直しをし、安心して産み育てられ、生涯この町で暮らした

いと思えるような安全で快適な地域社会が実現することを目指していきます。  
■子ども・子育て支援法第 61条 

 

 

 

 

 

■次世代育成支援対策推進法第８条 

 

 

 

 

 

 

  

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画を定めるものとする。 

（市町村行動計画） 

第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び

事業に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び

幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整

備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生

活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画を

策定することができる。 
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■茨城町第６次総合計画（いばらきまち未来への道しるべ）の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間  
本計画の計画期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 
なお、社会・経済情勢の変化に対応するため、必要に応じて見直しを行うものとし

ます。 
 

■計画期間 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

計
画 

          

茨城町子ども・子育て支援事業計画      

     茨城町第２期子ども・子育て支援事業計画 

          

１．健やかでやさしい健康・福祉のまち 

２．快適で安全・安心な生活環境のまち 

３．次代を担う人を育む教育・文化のまち 

４．活力と交流あふれる元気産業のまち 

５．未来への生活基盤が整ったまち 

６．みんなの力でつくる自立したまち 

分野目標 

三世代が共に輝く 
元気交流空間 
夢と希望を 

未来へつなぐまち 将来像 
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４ 策定体制とスケジュール  
（１）策定体制  

本計画は、本町における子育てニーズを把握し、それらを計画に反映させていく

ことが必要であるため、就学前児童の保護者と、小学生の保護者を対象に、ニーズ

調査（アンケート調査）を実施しました。 
また、子ども・子育て支援に関する学識経験者や関係団体の代表者、教育関係者、

保育関係者等で構成される「茨城町子ども・子育て会議」において、計画の内容に

ついて検討を行うとともに、パブリックコメントを実施し、町民の意見を求め、そ

れらを考慮して本計画を策定しました。  
（２）スケジュール  

本計画は、平成 30年 12月に基礎調査（データ・資料の整理、人口・児童数の

推計、ニーズ調査の実施等）を行い、令和元年度に計画案の策定、令和２年１月に

パブリックコメントを行い、「茨城町第２期子ども・子育て支援事業計画」として

策定しました。 
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第２章 
子ども・子育てをめぐる町の現状 

 

 

１ 統計からみた本町の現状 
２ 子育て支援サービスなどの現状 
３ ニーズ調査結果からわかる現状 
４ 第１期計画の総括 
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第２章 子ども・子育てをめぐる町の現状  
１ 統計からみた本町の現状  
（１）人口構成  

本町の総人口は減少傾向で推移しており、平成 31年４月時点で 32,483人とな

っており、平成 26年に比べ 1,442人の減少となっています。 
また、少子高齢化も進んでおり、年少人口（０歳～14歳）は平成 26年の 11.6%

から平成 31年４月の 10.7％へ減少しており、老齢人口（65歳以上）は平成 26

年の 27.8%から平成 31年４月の 32.5%へ増加しています。 

資料：住民基本台帳（各年３月 31日時点）    
  

9,430 9,705 9,956 10,174 10,379 10,555 

20,571 20,070 19,629 19,172 18,817 18,454 

3,924 3,834 3,800 3,696 3,563 3,474 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

総人口の推移（年齢３区分別）

老齢人口（65歳以上） 生産年齢人口（15歳～64歳） 年少人口（0～14歳）

（年）

33,925 33,609 33,385
32,48333,042 32,759

（人）

11.6%
10.7%10.9%11.2%11.4%11.4%

58.0%

29.8%

58.8%

28.9%

59.7%

27.8%

60.6%

32.5%31.7%

56.8%57.4%

30.8%
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（２）出生数  
本町の出生数は、平成 20年以降、増減を繰り返しながらも緩やかな減少傾向で

推移しています。平成 30年には近年で最低数となっており、10年前の平成 20

年と比較すると 66人の減少となっています。 
また、国や県の合計特殊出生率については、増減を繰り返しながら緩やかな増加

傾向となっていますが、人口置き換え水準12.07を下回る低い状況が続いています。  

資料：こども課 

資料：人口動態調査（厚生労働省） 

                                                 

1
 人口置き換え水準とは、人口が将来にわたって増えも減りもしないで、親の世代と同数で置き換わるための大きさを表す指標であ

る。人口置き換え水準に見合う合計特殊出生率は、女性の死亡率等によって変動するので一概にはいえないが、日本における平成 28

年の値は 2.07である。なお、人口置き換え水準は、国立社会保障・人口問題研究所で算出している。（「平成 30年我が国の人口動

態 厚生労働省政策統括官」より抜粋） 

234 237 242

201 203 200 200 191 187
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168
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200

250

300

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

出生数の推移
（人）

（年）

1.37 1.37

1.39 1.39

1.41

1.43

1.42

1.45
1.44

1.43

1.37 1.37

1.44

1.39

1.41

1.42

1.43

1.48
1.47

1.48

1.35

1.4

1.45

1.5

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

合計特殊出生率の推移

全国 茨城県
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（３）女性の就業状況  
本町の女性の就業率をみると、平成 17年には結婚・出産期に当たる年代に一旦

低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、いわゆるＭ字カーブを描い

ていましたが、平成 27年にはＭ字カーブがほぼ解消され、25歳以降はほぼ横ば

いで推移しています。  

資料：国勢調査 
  

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

Ｈ17 13.5% 68.5% 69.1% 59.7% 63.2% 72.5% 77.2% 71.5% 67.2%

Ｈ22 13.7% 67.3% 72.4% 64.1% 66.0% 70.0% 72.7% 75.7% 65.9%

Ｈ27 12.9% 65.1% 73.5% 74.9% 74.1% 74.9% 76.3% 73.6% 72.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0% 女性の就業率の推移

Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27
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（４）児童数の予測  
本町の児童数は減少傾向で推移しており、令和２年から令和６年の人口推計につ

いても減少傾向で推移すると予測されます。  
区 分 

実 績 値 推 計 値 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

０歳（人） 197 203 177 184 166 167 162 158 153 148 

１歳（人） 208 196 209 184 196 181 175 170 166 161 

２歳（人） 209 218 204 206 191 189 178 172 167 163 

３歳（人） 209 211 224 208 206 185 193 182 176 171 

４歳（人） 241 217 214 227 212 213 188 196 185 179 

５歳（人） 241 242 216 213 232 210 212 187 195 184 

０歳～５歳計（人） 1,305 1,287 1,244 1,222 1,203 1,145 1,108 1,065 1,042 1,006 

６歳（人） 264 240 246 217 212 228 211 213 187 195 

７歳（人） 296 267 242 240 214 209 222 206 208 183 

８歳（人） 259 294 270 241 247 212 209 221 206 208 

９歳（人） 267 264 297 268 240 237 210 207 219 204 

10歳（人） 263 267 266 296 266 238 236 209 206 218 

11歳（人） 287 263 268 270 297 271 242 240 213 210 

６歳～11歳計（人） 1,636 1,595 1,589 1,532 1,476 1,395 1,330 1,296 1,239 1,218 

０歳～11歳計（人） 2,941 2,882 2,833 2,754 2,679 2,540 2,438 2,361 2,281 2,224 

各年４月１日現在 

推計方法：コーホート変化率法（各コーホートについて、過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、

それに基づき将来人口を推計する方法） 
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２ 子育て支援サービスなどの現状  
（１）保育園などの状況  

本町の保育施設数は５か所となっており、内２か所は小規模保育施設となってい

ます。入所児童数は、平成 29年から増加傾向となっており、平成 31年４月時点

では合計 370人となっています。 

また、入所率は多くの施設で 100％となっており、全体での入所率は 99.7％と

なっています。 

 

■入所児童数の推移 

年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

入所児童数（人） 347 328 342 366 370 

各年４月１日現在 

 

■年齢別入所児童数 

入所児童数（人） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 定員 入所率 

ふじ保育園 10 24 31 26 33 35 159 160 99.4% 

ひぬま保育園 2 16 23 20 19 20 100 100 100.0% 

ｳｨｽﾃﾘｱ・ﾅｰｻﾘｰ・ｽｸｰﾙ 5 12 13 17 16 17 80 80 100.0% 

キッズルーム iinuma 6 13 0    19 19 100.0% 

ぴっぴいばらき 2 5 5    12 12 100.0% 

合計① 25 70 72 63 68 72 370 371 99.7% 

合計② 25 142 203 370   

平成 31年４月１日現在 
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（２）幼稚園の状況  
本町の幼稚園の施設数は、公立の大戸幼稚園１か所となっています。 

平成 31年４月時点での入園児童数は 24人となっており、年齢別の入園児童数

では５歳児が最も多く、入園児全体の６割を占めています。 
 

■入園児童数の推移 

年 Ｈ27  Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

大戸幼稚園（人） 30 27 17 18 24 

各年４月１日現在 

 

■年齢別入園児童数 

入園児童数（人） ３歳 ４歳 ５歳 合計 定員 入所率 

大戸幼稚園 0 9 15 24 70 34.3% 

平成 31年４月１日現在 

 

（３）認定こども園の状況  
本町の認定こども園の施設数は７か所、平成 31年４月時点で、入所児童数は

577人となっており、定員数に対し入所率は 76.4％となっています。  
■認定別入園児童数の推移 

      年 

区 分 
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

１号（人） 280 286 306 326 332 

２号（人） 172 175 170 177 190 

３号（人） 77 74 67 62 55 

各年４月１日現在      
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■施設ごとの認定別入園児童数 

区 分 
０歳

（人） 

１－２

歳（人） 

３－５歳

（人） 
合計（人） 定員（人） 入所率 

飯沼こども園 0 12 
２号 78 ２・３号 90 ２・３号 90 ２・３号 100.0% 

１号 29 １号 29 １号 30 １号 96.7% 

さくらこども園 2 19 
２号 40 ２・３号 61 ２・３号 70 ２・３号 87.1% 

１号 6 １号 6 １号 15 １号 40.0% 

いばらき中央 

認定こども園 
0 22 

２号 30 ２・３号 52 ２・３号 60 ２・３号 86.7% 

１号 15 １号 15 １号 15 １号 100.0% 

いばらき幼稚園   
２号 20 ２・３号 20 ２・３号 20 ２・３号 100.0% 

１号 78 １号 78 １号 85 １号 91.8% 

まさみ幼稚園   
２号 9 ２・３号 9 ２・３号 10 ２・３号 90.0% 

１号 145 １号 145 １号 150 １号 96.7% 

長岡幼稚園   
２号 8 ２・３号 8 ２・３号 30 ２・３号 26.7% 

１号 44 １号 44 １号 75 １号 58.7% 

沼前幼稚園   

２号 5 ２・３号 5 ２・３号 30 ２・３号 16.7% 

１号 15 １号 15 １号 75 １号 20.0% 

合計 2 53 
２号 190 ２・３号 245 ２・３号 310 ２・３号 79.0% 

１号 332 １号 332 １号 445 １号 74.6% 

平成 31年４月１日現在  
（４）待機児童数  

本町では、国の定義2による待機児童は発生していません。 

（令和元年 10月 1日） 

  

                                                 

2 調査日時点において、保育の必要性の認定(２号又は３号)がされ、特定教育・保育施設(認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園

を除く。)又は特定地域型保育事業の利用の申込みがされているが、利用していない者（保育所等利用待機児童数調査要領より抜粋） 
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（５）小学校・中学校の状況  
① 小学校の状況  

本町の小学校は、平成 27年の６校から平成 28年に４校へと減少し、児童数

も減少傾向で推移しています。平成 31年４月時点での児童数は 1,447人とな

っており、平成 27年と比較すると 157人の減少です。  
年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

学校数（校） 6 4 4 4 4 

児童数（人） 1,604  1,550  1,548  1,498  1,447  

各年４月１日現在 

② 中学校の状況  

本町の中学校について、生徒数は減少傾向で推移しています。平成 31年４月

時点での学校数は２校、生徒数は 743人となっており、平成 27年と比較する

と 106人の減少です。 

 

年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

学校数（校） 2 2 2 2 2 

生徒数（人） 849 870 816 763 743 

各年４月１日現在 

③ 特別支援学校の状況  

本町から特別支援学校へ通園している児童数は、平成 31年４月時点で、小学

部 25人、中学部 12人となっています。 

 

学校名 
在籍児童数（人） 

小学部 中学部 合計 

特別支援学校 25 12 37 

平成 31年４月１日現在   
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（６）障がい児通園施設の状況  
障がい児通園施設への利用者数は、児童発達支援、放課後等デイサービスともに

増加傾向で推移しています。  
年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

児童発達支援（か所） 1 2 2 2 2 

 利用者数（人） 4 4 3 5 6 

放課後等デイサービス（か所） 1 2 2 2 2 

 利用者数（人） 6 9 12 16 20 

各年４月１日現在 

 

（７）こども課及び関係機関への相談件数  
こども課及び関係機関への相談件数は平成30年度は合計 107件となっており、

「児童相談・児童虐待相談」が 42.9%、「養護相談」が 25.2%となっています。  
        年 度 

区 分 
Ｈ26  Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

児童相談・児童虐待相談 27 37 61 64 46 

養護相談 10 17 9 17 27 

ぐ（虞）犯行為3相談  1   1 

言語発達障がい相談 1  3 3 4 

性格行動相談   1  1 

不登校相談  1 3 4 10 

育児・しつけ相談    1 6 

いじめ相談      

家庭問題      

その他の相談 10 8  5 12 

合計 48 64 77 94 107 

資料：こども課（延べ人数）  

                                                 

3 ぐ犯行為とは、度重なる家出や深夜はいかい、暴走族や暴力団関係者など不道徳な人との交際、いかがわしい場所への出入り、性的

逸脱など、将来刑罰法令に触れる行為を行うおそれがある問題行動のことである。（厚生労働省「市町村児童家庭相談援助指針」よ

り抜粋） 



19 

 

３ ニーズ調査結果からわかる現状  
（１）調査の実施概要  

本計画の策定に向けて、幼稚園・保育所（園）・放課後児童クラブなどの教育・

保育・子育て支援を計画的に整備するために、町民の利用状況や利用希望を把握す

ることを目的とした「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」を実施しまし

た。 

また、平成 25年 11月に第１期計画策定のため同様の調査を行っており、同様

の設問については比較の表を掲載しています。 
 

■調査時期 

平成 30年 12月 

 

■調査対象者 

町内在住の０歳から５歳の児童（就学前児童）のいる家庭、町内の小学校に在籍

する子どものいる世帯を対象に調査を実施。 

 

■調査結果 

区 分 配布枚数 回収数 回収率 

就学前児童 
前回（Ｈ25） 1,079件 755件 70.0％ 

今回（Ｈ30） 967件 653件 67.5％ 

小学生 
前回（Ｈ25） 1,263件 1,035件 81.9％ 

今回（Ｈ30） 782件 635件 81.2％ 

 

■調査の留意事項 

① 比率は全て百分率（％）で表し、小数点以下２位を四捨五入して算出してい

ます。従って、合計が 100％を上下する場合もあります。 

② 基数となるべき実数は、“ｎ＝○○○”として掲載し、各比率はｎを 100％

として算出しています。 

③ 【複数回答】の問については、１人の回答者が２つ以上の回答を出してもよ

い問です。従って、各回答の合計比率は 100％を超える場合があります。 

④ 前回調査と同じ設問については、比較の表を掲載しています。前回調査は、

平成 25年 11月に実施したものです。 
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ニーズ調査結果の活用  
① 国必須設問を中心とした「子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査」の実施 

② 国配布のワークシートにより、教育・保育事業や地域子ども・子育て支援事業のニー

ズ量を算出 

③ 本町のこれまでの事業実績、地域の状況や算出したニーズ量を検証し、本町の各事業

の量の見込みを設定 

④ 本町の各事業の量の見込みに応じた整備計画を策定 
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（２）就学前児童調査結果の概要  
① 主に子育てをしている人  

主に子育てをしている人については「父母ともに」が 56.0％、「主に母親」

が 42.7％、「主に祖父母」が 0.8％、「主に父親」が 0.3％で「父母ともに」

と「主に母親」の２つで 98.7％を占めています。 

前回調査と比較すると「父母ともに」の率がかなり上昇し、「主に母親」の率

がやや低下しており、子育てへの父親参加の傾向が強まっていることがうかがえ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

父母ともに 56.0 49.4 

主に母親 42.7 47.0 

主に父親 0.3 0.4 

主に祖父母 0.8 2.3 

その他 0.2 0.9 

無回答 0.0 0.0 

② 子育てに日常的に関わっている人、施設  

子育てに日常的に関わっている人、施設については「父母ともに」が 67.2％、

「祖父母」が 44.6％、「認定こども園」が 32.6％、「保育所」が 31.4％、「母

親」が 27.6％、「幼稚園」が 7.5％、「父親」が 2.0％の順となっており、「父

母」と「祖父母」が子育てに日常的に関わっている様子がうかがえます。 

前回調査と比較すると「父母ともに」の率がやや上昇しているほか、「認定こ

ども園」の率が大幅に上昇し、一方で「幼稚園」の率が大幅に低下しています。 
 

 

 

 

 

 

 

56.0

42.7

0.3

0.8

0.2

0 10 20 30 40 50 60

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

（％）
n=653

67.2

27.6

2.0

44.6

7.5

31.4

32.6

4.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

父母ともに

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

認定こども園

その他

（％）
n=653
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項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

父母ともに 67.2 60.7 

母親 27.6 29.3 

父親 2.0 3.4 

祖父母 44.6 41.2 

幼稚園 7.5 17.6 

保育所 31.4 33.8 

認定こども園 32.6 20.7 

その他 4.3 2.8 

無回答 0.0 0.0 

③ 保護者などの就労の状況  

前回調査では「専業主婦（夫）」の率が 32.9%と最も高い結果となっていま

したが、今回の調査で「専業主婦（夫）」の率は 17.6%となっており、この５

年間で専業主婦（夫）の率が 15%以上低下した結果となりました。 
また、「フルタイム×フルタイム」や「フルタイム×パートタイム（月 120

時間以上＋64時間～120時間の一部）」の保育の必要性が認められる就労時間

での共働き世帯の率が、「フルタイム×フルタイム」では 6.8%上昇、「フルタ

イム×パートタイム（月 120時間以上＋64時間～120時間の一部）」では

11.8%上昇となっており、合わせると 18.6%の大きな上昇となっています。 

※グラフ中、「前回」は前回調査での就労状況、「現在」は今回調査での就労状況、「前回潜在」並びに「現在潜在」は各調査

での就労希望を勘案した率となっている。 

※グラフ中、パートタイムの時間区分は、制度による保育の必要性の認定の際に保育時間（保育標準時間と保育短時間）を定め

る指標となるもので、本町では 120時間は保育標準時間の下限、64時間は保育短時間の下限としている。 

9.4%

29.5%

23.8%

4.1%

32.9%

0.0%

0.0%

0.3%

9.4%

33.7%

25.4%

4.3%

27.1%

0.0%

0.0%

0.2%

8.3%

36.3%

35.6%

2.1%

17.6%

0.0%

0.0%

0.0%

8.3%

41.4%

34.6%

2.6%

13.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

ひとり親

フルタイム×フルタイム

フルタイム×パートタイム

(月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

フルタイム×パートタイム

（64時間未満＋64時間～120時間の一部）

専業主婦（夫）

パート×パート

(双方月120時間以上＋64時間～120時間の一部）

パート×パート

（いずれかが64時間未満＋64時間～120時間の一部）

無業×無業

前回（n=755）

前回潜在（n=755）

現在（n=653）

現在潜在（n=653）
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④ 教育・保育の事業の利用状況と無償化になった場合の利用意向  

現在の利用状況と併せてみると、教育・保育にかかる負担が無償になった場合

には「認定こども園」と「認可保育所」を新たに利用したいという人が多くなっ

ているほか、「幼稚園の預かり保育」の利用ニーズも強くなっています。 

 
⑤ 地域子育て支援拠点事業の利用状況  

地域子育て支援拠点事業の利用状況については「利用していない」が 79.6％、

「地域子育て支援拠点事業」が 12.9％、「茨城町で実施している類似の事業」

が 7.4％の順となっており、「地域子育て支援拠点事業」の利用率は１割強とな

っています。 

前回調査と比較しても、大きな違いはみられません。 

 

 

 

 
 
 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

地域子育て支援拠点事業 12.9 14.8 

茨城町で実施している類似の事業 7.4 4.0 

利用していない 79.6 80.9 

無回答 2.8 2.3 

12.9

7.4

79.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

地域子育て支援拠点事業

茨城町で実施している類似の事業

利用していない

（％）n=653

15.8%

1.8%

30.1%

45.7%

0.0%

1.0%

7.4%

0.0%

9.0%

1.2%

36.0%

50.1%

3.7%

0.8%

1.2%

0.2%

10.2%

16.8%

27.0%

35.6%

3.3%

3.1%

2.0%

30.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育施設

事業所内保育施設

その他

無回答

前回の利用状況

（n=595）

現在の利用状況

（n=489）

無償となった場合の利

用意向（n=489）
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⑥ 地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向  

地域子育て支援拠点事業の今後の利用意向については「新たな利用や日数を増

やしたいとは思わない」が 60.0％、「利用していないが利用したい」が 25.7％、

「すでに利用しているが利用日数を増やしたい」が 6.4％となっており、新たな

利用や日数増加の希望のない人が多くなっていますが、現在利用しておらず今後

利用したい人もおよそ４人に１人となっています。 

前回調査と比較すると、ほぼ同様の結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

利用していないが利用したい 25.7 25.2 

すでに利用しているが利用日数を増やしたい 6.4 6.8 

新たな利用や日数を増やしたいとは思わない 60.0 59.2 

無回答 7.8 8.9 

⑦ 子どもの病気の際の対応について  

病気等で教育・保育事業を利用できなかったことがあった人のこの１年間の対

処方法については「母親が休んだ」が 85.0％、「親族・知人に子どもをみても

らった」が 44.6％、「父親が休んだ」が 18.7％、「就労していない保護者がみ

た」が 11.7％、「病後児の保育を利用した」が 1.4％、「仕方なく子どもだけ

で留守番をさせた」が 0.8％の順となっており、「母親が休んだ」の率が高くな

っています。 

前回調査と比較すると、「母親が休んだ」の率が大幅に上昇しています。      
 

 

 

 

 

 

18.7

85.0

44.6

11.7

1.4

0.0

0.0

0.8

1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ア.父親が休んだ

イ.母親が休んだ

ウ.親族・知人に子どもをみてもらった

エ.就労していない保護者がみた

オ.病後児の保育を利用した

カ.ベビーシッターを利用した

キ.ファミリー・サポート・センターを利用した

ク.仕方なく子どもだけで留守番をさせた

ケ.その他

（％）

n=359

25.7

6.4

60.0

0 10 20 30 40 50 60 70

利用していないが利用したい

すでに利用しているが利用日数を増やしたい

新たな利用や日数を増やしたいとは思わない

（％）n=653
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項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

父親が休んだ 18.7 17.3 

母親が休んだ 85.0 72.9 

親族・知人に子どもをみてもらった 44.6 46.0 

就労していない保護者がみた 11.7 20.7 

病後児の保育を利用した 1.4 0.5 

ベビーシッターを利用した 0.0 0.0 

ファミリー・サポート・センターを利用した 0.0 0.0 

仕方なく子どもだけで留守番をさせた 0.8 0.5 

その他 1.9 1.3 

無回答 3.1 0.8 

また、病気等で教育・保育事業を利用できなかったことがあった人で、父親が

休んだ又は母親が休んだという人に「できれば病後児のための保育施設等を利用

したい」と思ったかどうかをたずねたところ、「利用したいとは思わない」が

55.2％、「できれば病後児保育施設等に預けたい」が 42.9％で、病後児保育施

設等を利用したいと思った人が４割強となっています。 

前回調査と比較すると、「できれば病後児保育施設等に預けたい」の率がやや

上昇しています。  
 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

できれば病後児保育施設等に預けたい 42.9 37.4 

利用したいとは思わない 55.2 62.6 

無回答 1.9 0.0 

⑧ 不定期に利用している事業  

私用や親の通院、不定期の就労等の目的で、不定期に利用している一時預かり

等の事業については「利用していない」が 82.7％で、ほとんどの人が利用して

いませんが、利用している事業では「幼稚園の預かり保育」が 4.6％（30人）、

「一時預かり」が 3.8％（25人）、「幼稚園の２歳児の４月からの登園」が 0.3％

（２人）、「ファミリー・サポート・センター」・「夜間養護等事業」が 0.2％

（１人・同率）となっています。      

42.9

55.2

0 10 20 30 40 50 60

できれば病後児保育施設等に預けたい

利用したいとは思わない

（％）n=310
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項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

一時預かり 3.8 2.7 

幼稚園の預かり保育 4.6 8.8 

幼稚園の２歳児の４月からの登園 0.3 0.0 

ファミリー・サポート・センター 0.2 0.0 

夜間養護等事業 0.2 0.0 

ベビーシッター 0.0 0.0 

その他 0.8 0.3 

利用していない 82.7 74.3 

無回答 8.9 11.4 

⑨ 不定期の事業の利用意向  

私用や親の通院、不定期の就労等の目的で、不定期の事業を利用する必要があ

るかどうかについては「利用する必要はない」が 51.1％、「利用したい」が 43.6％

で、不定期の事業を利用する必要があるという人が４割強となっています。 

前回調査と比較すると、「利用したい」の率が大幅に上昇しており、ニーズが

強まっていることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

利用したい 43.6 31.0 

利用する必要はない 51.1 58.4 

無回答 5.2 10.6 

また、不定期の事業を利用したいという人の利用したい理由については「冠婚

葬祭、学校行事、通院等」が 73.7％、「私用、リフレッシュ目的」が 68.1％、

「不定期の就労」が 25.6％の順となっており、「冠婚葬祭、学校行事、通院等」

と「私用、リフレッシュ目的」が多くなっています。 

43.6

51.1

30 40 50 60

利用したい

利用する必要はない

（％）n=653
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幼稚園の預かり保育

幼稚園の2歳児の4月からの登園

ファミリー・サポート・センター

夜間養護等事業

ベビーシッター

その他

利用していない

（％）
n=653
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前回調査と比較すると、「冠婚葬祭、学校行事、通院等」・「私用、リフレッ

シュ目的」の率がともに大幅に上昇しています。    
 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

私用、リフレッシュ目的 68.1 55.1 

冠婚葬祭、学校行事、通院等 73.7 58.1 

不定期の就労 25.6 29.1 

その他 3.5 2.6 

無回答 2.1 11.1 

⑩ 希望する小学校低学年の放課後の過ごさせ方  

希望する小学校低学年の放課後の過ごさせ方については「自宅」が 53.1％、

「放課後児童クラブ」が 39.7％、「習い事」が 24.6％、「祖父母宅や友人・知

人宅」が 12.3％、「放課後子ども教室」が 11.7％、「ファミリー・サポート・

センター」が 0.6％の順となっており、「自宅」と「放課後児童クラブ」が多く

なっています。 

前回調査と比較すると「習い事」の率が大幅に低下しているのが目立ちますが、

「自宅」や「放課後児童クラブ」、「放課後子ども教室」の率はほぼ同様となっ

ています。 
 

 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

自宅 53.1 53.9 

祖父母宅や友人・知人宅 12.3 18.0 

習い事 24.6 35.9 

放課後子ども教室 11.7 11.5 

放課後児童クラブ 39.7 41.5 

ファミリー・サポート・センター 0.6 1.8 

その他 3.4 5.1 

無回答 12.8 7.8 

53.1

12.3

24.6

11.7

39.7

0.6

3.4

0 10 20 30 40 50 60

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他

（％）
n=179

68.1

73.7

25.6

3.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80

ア.私用、リフレッシュ目的

イ.冠婚葬祭、学校行事、通院等

ウ.不定期の就労

エ.その他

（％）
n=285
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⑪ 希望する小学校高学年の放課後の過ごさせ方  

希望する小学校高学年の放課後の過ごさせ方については「自宅」が 63.7％、

「習い事」が 39.1％、「放課後児童クラブ」が 26.3％、「放課後子ども教室」

が 10.6％、「祖父母宅や友人・知人宅」が 9.5％の順となっており、「自宅」

と「習い事」、「放課後児童クラブ」が多くなっています。 

前回調査と比較すると「習い事」の率がかなり低下しているのが目立ちますが、

「自宅」や「放課後児童クラブ」、「放課後子ども教室」の率には大きな違いは

みられません。   
 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

自宅 63.7 62.7 

祖父母宅や友人・知人宅 9.5 18.4 

習い事 39.1 46.5 

放課後子ども教室 10.6 10.1 

放課後児童クラブ 26.3 30.4 

ファミリー・サポート・センター 0.0 2.3 

その他 2.2 4.1 

無回答 12.8 8.8 

⑫ 育児休業の取得について  

母親の育児休業の取得については、前回調査と比較すると「働いていなかった」

の率が大幅に低下し、「取得した（取得中である）」の率が大幅に上昇しており、

働く母親の増加や制度の整備・啓発などにより、育児休業を取得する母親が増え

ていることがうかがえます。 

また、父親の育児休業の取得率はごくわずかなものの、前回調査と比較すると、

取得率は 0.9％（２人）から 3.4％（22人）へと 2.5％上昇しています。 

 

■母親の育児休業取得について 
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その他

（％）
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項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

働いていなかった 42.6 58.0 

取得した（取得中である） 40.7 23.3 

取得していない 15.5 16.0 

無回答 1.2 2.7  
■父親の育児休業取得について 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

働いていなかった 0.0 0.0 

取得した（取得中である） 3.4 0.9 

取得していない 86.4 77.6 

無回答 10.3 21.5 

⑬ 茨城町は子育てしやすいまちだと思うか  

茨城町は子育てしやすいまちだと思うかどうかについては「どちらかといえば

子育てしやすい」が 45.6％、「どちらかといえば子育てしにくい」が 31.2％、

「子育てしやすい」が 13.3％、「子育てしにくい」が 8.9％となっています。 

これを“子育てしやすい” （「子育てしやすい」と「どちらかといえば子育て

しやすい」の合計）と“子育てしにくい”（「どちらかといえば子育てしにくい」

と「子育てしにくい」の合計）とに分類すると、“子育てしやすい”が 58.9％、

“子育てしにくい”が 40.1％で、およそ６：４の比率となっています。 
 

 

 

 

 

 

また、“子育てしにくい”という人にその理由をたずねたところ「子どもが安

心して遊べる場所が不足」が 60.3％がほかを引き離しており、次いで「子育て

に関する経済的支援が不十分」が 42.0％、「小児科や産婦人科などの医療機関

が不足」が 38.5％、「道路・交通網が不便」が 29.0％の順となっており、前々

問の結果にもみられたように、子どもの遊び場の不足が強く指摘されているほか、

経済的支援の不十分さや医療機関の不足、道路・交通網の不便さが指摘されてい

ます。 

0.0

3.4
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⑭ 町の子育て支援策として特に期待、重要だと思うこと  

町の子育て支援策として特に期待すること、重要だと思うことについては「子

どもが安心して遊べる公園等の整備」が 64.0％、「子育てに関する経済的支援

の充実」が 53.4％と、ほかを引き離して第１・２位を占め、これまでの設問結

果にもみられたように、子どもの遊び場の確保と経済的支援の充実が特に重視さ

れています。 

その他では、「仕事と両立できるよう事業所等への働きかけ」が 32.9％、「病

気や回復期の子どもを保育する事業の充実」が 31.4％、「放課後児童クラブの

充実」が 29.9％、「子どもを一時的に預かってくれる事業の充実」が 27.6％と

続き、職場の子育て環境・条件整備への働きかけや病児・病後児保育の充実、放

課後児童クラブの充実、一時預かり等の充実も重視されています。 
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（３）小学生調査結果の概要  
① 主に子育てをしている人  

主に子育てをしている人については「主に母親」が 87.9％、「主に祖父母」

が 5.2％、「主に父親」が 3.0％で、母親が９割弱を占めています。 

前回調査と比較しても、大きな違いはみられません。 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

主に父親 3.0 1.4 

主に母親 87.9 88.5 

主に祖父母 5.2 3.3 

その他 1.4 0.3 

無回答 2.5 6.6 

② 日頃子どもを預かってもらえる人の有無  

日頃子どもを預かってもらえる人の有無については「緊急時などに祖父母等の

親族にみてもらえる」が 52.0％、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」

が 41.7％、「緊急時などに友人・知人にみてもらえる」が 14.5％、「いずれも

いない」が 7.1％、「日常的に友人・知人にみてもらえる」が 3.3％の順となっ

ており、祖父母等の親族にみてもらえる人が多い地域であることがうかがえます。 

前回調査と比較すると、ほぼ同様の結果となっています。       
項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる 41.7 41.6 

緊急時などに祖父母等の親族にみてもらえる 52.0 52.5 

日常的に友人・知人にみてもらえる 3.3 3.2 

緊急時などに友人・知人にみてもらえる 14.5 14.0 

いずれもいない 7.1 8.7 

無回答 4.1 2.9 
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主に父親
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③ 保護者などの就労の状況  

母親の就労状況については“就労中”が合計で 87.0％と９割弱（このうち“フ

ルタイム”と“パート・アルバイト”はほぼ半々）を占めており、前回調査と

比較すると「この５年間で小学生の母親の就労率がフルタイムの増加を中心に

20％以上上昇した」ということがいえ、特徴的な結果となっています。 

また、父親の就労状況については、大部分の人が“フルタイム”で働いている

ことがうかがえ、前回調査と比較しても大きな違いはみられません。 

 

■母親の育児休業取得について 

 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

就労中/フルタイム 42.7 26.7 

就労中/フルタイムで産休･育休･介護休業中 0.2 0.6 

就労中/パート・アルバイト等 43.5 37.4 

就労中/パート・アルバイトで産休･育休･介護休業中 0.6 1.0 

以前は就労していたが現在はしていない 8.5 17.0 

これまでに就労したことがない 1.9 2.4 

無回答 2.7 15.0 

 

■父親の育児休業取得について 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

就労中/フルタイム 84.4 88.5 

就労中/フルタイムで育休・介護休業中 0.0 0.1 

就労中/パート・アルバイト等 0.3 2.3 

就労中/パート・アルバイトで育休･介護休業中 0.3 0.4 

以前は就労していたが現在はしていない 1.4 2.8 

これまでに就労したことがない 0.2 0.9 

無回答 13.4 4.9 
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④ 放課後児童クラブの利用状況  

放課後児童クラブの利用状況については「利用していない」が 78.6％、「利

用している」が 19.8％で、利用率は約２割となっています。 

前回調査と比較すると、利用率は 3.8％上昇しています。 

 

 

 

 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

利用している 19.8 16.0 

利用していない 78.6 80.2 

無回答 1.6 3.8 

⑤ 放課後児童クラブの今後の利用意向  

放課後児童クラブの今後の利用意向については「利用しない」が 72.1％、「利

用したい」が 24.1％で、利用希望率は２割強となっています（前回調査との比

較は前回半数弱が無回答であったため省略）。 
 

 

 
  
 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

利用したい 24.1 53.6 

利用しない 72.1 0.6 

無回答 3.8 45.8 

⑥ 子どもの病気の際の対応について  

病気等で学校を休まなければならなかったことがあった人のこの１年間の対処

方法については「母親が仕事を休んだ」が 69.1％、「親族・知人に頼んだ」が

33.2％、「就労していない保護者がみた」が 13.8％、「仕方なく子どもだけで

留守番させた」が 10.0％、「父親が仕事を休んだ」が 9.5％の順となっており、

「母親が休んだ」が多く「病児・病後児保育サービスを利用した」という人はい

ないという状況です。 

前回調査と比較すると「母親が休んだ」の率が大幅に上昇しています。 
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項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

父親が仕事を休んだ 9.5 9.2 

母親が仕事を休んだ 69.1 54.6 

親族・知人に頼んだ 33.2 29.4 

就労していない保護者がみた 13.8 25.2 

病児・病後児保育サービスを利用した 0.0 0.2 

仕方なく子どもだけで留守番させた 10.0 8.0 

その他 1.7 3.1 

無回答 2.0 3.9 

⑦ 子どもを一時的に預けたこと  

私用やリフレッシュ目的、冠婚葬祭、子どもの親の病気、就労のため、子ども

を家族以外の誰かに一時的に預けたことがあったかどうかについては「ない」が

75.7％と８割弱、「ある」が 23.0％と２割強となっています。 

前回調査と比較すると、ほぼ同様の結果となっています。 

 

 

 

 
 

項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

ある 23.0 23.4 

ない 75.7 72.8 

無回答 1.3 3.9 

⑧ 子どもを一時的に預けた理由  

子どもを家族以外の誰かに一時的に預けたことがあった人の預けた理由につい

ては「就労」が 55.5％、「私用、リフレッシュ目的」が 48.6％、「冠婚葬祭、

子どもの親の病気」が 19.9％の順で、「就労」と「私用、リフレッシュ目的」

が多くなっています。 

前回調査と比較すると、「私用、リフレッシュ目的」の率が大幅に上昇してい

るほか、「就労」の率もやや上昇し、一方で「冠婚葬祭、子どもの親の病気」の

率はやや低下しています。 
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項 目 今回調査(％) 前回調査(％) 

私用、リフレッシュ目的 48.6 29.8 

冠婚葬祭、子どもの親の病気 19.9 24.4 

就労 55.5 50.4 

その他 10.3 14.9 

無回答 0.7 2.9 
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４ 第１期計画の総括  
（１）幼児教育・保育の状況  

幼児教育・保育の第１期計画期間の状況について、実績に対し十分な確保量をと

ることができました。特に、１号認定及び３号認定（１・２歳児）については、量

の見込みを上回る実績となりましたが、実績を上回る確保量を用意でき、本町では

待機児童ゼロとなっています。 

【第１期計画期間の量の見込みと確保の内容、実績】            

区 分 
第１期計画 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

幼稚園、 

認定こども園 

１号認定 

（３～５歳児） 

量の見込み 185人 178人 177人 177人 176人 

実績① 267人 267人 251人 246人 242人 

確保量② 466人 466人 475人 515人 515人 

過不足（②-①） 199人 199人 224人 268人 273人 

保育所（園）、 

認定こども園 

２号認定 

（３～５歳児） 

量の見込み 427人 412人 411人 410人 408人 

実績① 383人 363人 351人 363人 384人 

確保量② 459人 459人 453人 433人 433人 

過不足（②-①） 76人 96人 102人 70人 49人 

３号認定 

（０歳児） 

量の見込み 50人 50人 50人 50人 50人 

実績① 47人 32人 23人 37人 27人 

確保量② 51人 51人 55人 55人 55人 

過不足（②-①） 4人 19人 32人 18人 28人 

３号認定 

（１・２歳児） 

量の見込み 172人 171人 169人 169人 168人 

実績① 182人 187人 191人 191人 191人 

確保量② 188人 188人 193人 193人 193人 

過不足（②-①） 6人 1人 2人 2人 2人 

合計 

量の見込み 834人 811人 807人 806人 802人 

実績① 879人 849人 816人 838人 844人 

確保量② 1,164人 1,164人 1,176人 1,196人 1,196人 

過不足（②-①） 285人 315人 360人 358人 352人 

各年４月１日現在 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の状況  
【第１期計画期間の量の見込みと確保の内容、実績】 

         年 度 

区 分 

第１期計画 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

利用者支援事業 
量の見込み 1か所 1か所 1か所 1か所 1か所 

実績 1か所 1か所 1か所 1か所 2か所 

地域子育て支援拠点 

事業 

量の見込み 27,084人 26,940人 26,808人 26,676人 26,544人 

実績 14,869人 16,687人 20,207人 17,470人 6,832人 

確保量 

27,084人 26,940人 26,808人 26,676人 26,544人 

9か所 9か所 9か所 9か所 9か所 

妊婦健康診査 
量の見込み 240人 250人 250人 250人 250人 

実績 309人 200人 188人 206人 168人 

乳児家庭全戸訪問事業 
量の見込み 195人 194人 193人 192人 191人 

実績 193人 192人 198人 198人 81人 

養育支援訪問事業 
量の見込み 5世帯 5世帯 6世帯 6世帯 6世帯 

実績 10世帯 11世帯 18世帯 8世帯 5世帯 

子どもを守る 

地域ネットワーク 

機能強化事業 

実績 5回 8回 10回 6回 3回 

子育て短期支援事業 

量の見込み

（延べ人数） 
28人 28人 28人 28人 28人 

実績 

（延べ人数） 
4人 3人 25人 15人 0人 

一時預かり

事業 

（幼稚園型） 

量の見

込み 

１号 

（延べ人数） 
594人 571人 570人 569人 569人 

２号 

（延べ人数） 
11,138人 10,716人 10,698人 10,680人 10,628人 

実績 

１号 

（延べ人数） 
169人 418人 191人 131人 40人 

２号 

（延べ人数） 
800人 1,451人 1,892人 2,031人 818人 

確保量 

（延べ人数） 
11,732人 11,287人 11,268人 11,249人 11,197人 
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         年 度 

区 分 

第１期計画 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

一時預かり事業 

（幼稚園型を除く） 

量の見込み 

（延べ人数） 
6,230人 6,103人 6,081人 6,060人 6,030人 

実績 

（延べ人数） 
  455人   359人  411人  233人 168人 

確保量 

（延べ人数） 
6,230人 6,103人 6,081人 6,060人 6,030人 

延長保育事業 

量の見込み 301人 294人 292人 292人 291人 

実績 80人 68人 86人 80人 63人 

確保量 

319人 328人 328人 328人 328人 

8か所 8か所 8か所 8か所 8か所 

病児・病後児 

保育事業 

（体調不良時対応型） 

量の見込み 717人 701人 699人 697人 693人 

実績 407人 277人 286人 407人 136人 

確保量 1,200人 1,200人 1,200人 1,200人 1,200人 

放課後児童 

健全育成事業 

（放課後児童

クラブ） 

量の 

見込み 

低学年 306人 277人 253人 237人 228人 

高学年 53人 55人 54人 52人 47人 

合計 359人 332人 307人 289人 275人 

実績 

低学年 213人 169人 218人 217人 226人 

高学年 44人 105人 89人 77人 92人 

合計 257人 274人 307人 294人 318人 

確保量 340人 370人 370人 370人 370人 

※平成 31年 放課後児童クラブの実績は令和元年５月１日現在 

※平成 31年 地域子育て支援拠点事業、妊婦健康診査、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、子どもを守るネットワーク機能

強化事業、子育て短期支援事業、一時預かり事業、延長保育事業、病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）の実績については

令和元年 10月１日現在 
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（３）計画の基本目標別実績及び評価等  
① 評価の基準  

第１期計画期間の評価基準については、以下の表中の基準を示し、各担当にお

いて評価を行いました。  
Ａ 計画通り遂行した/計画通りの成果を得た。（ほぼ 100％実施した） 

Ｂ 計画通り遂行した/一部成果の得られないものがあった。（75％程度実施した） 

Ｃ 現在、施策・事業の達成に向けて動いている。（半分程度実施した） 

Ｄ 
計画通り遂行できなかった/一部事業の着手ができなかった。（施策・事業に着手

し、動き始めることはできた） 

Ｅ 現在、ほとんど手をつけていない。（施策・事業に着手することができなかった） 

② 実績と評価  

第１期計画期間の実績及び評価等を、基本目標別にまとめると次のとおりです。  
【基本目標２ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備】 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

情報教育推

進事業 

パソコン教室整備事業、小

中学校にパソコンを整備

し、情報教育を推進します。 

学校教育課 小中学校にパソコン教室を

整備し、校内無線 LAN、タブ

レット端末（各学校当たり

51台）、電子黒板の整備を

進め、情報教育に対応でき

る環境整備に努めていま

す。また、これらの ICT機

器を活用した授業改善を進

めています。 

Ａ 

安全管理に

関する取組 

学校施設の外部からの来訪

者の確認、不審者侵入防止

等について防犯カメラの設

置及び方策を計画します。 

学校教育課 小中学校、幼稚園に防犯カ

メラを設置するとともに、

敷地の周囲に高さのあるフ

ェンスを整備するなど、不

審者の侵入防止のための対

策を進めています。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

地域交流推

進事業の実

施 

地域の社会資源等を授業に

活用し地域との交流を推進

します。 

学校教育課 平成 29年度に作成した「ふ

るさと茨城町」を活用した

ふるさと学習を推進すると

ともに、涸沼などの恵まれ

た自然環境を活かした環境

学習に取り組んでいます。 

Ａ 

小学校と中

学校の情報

交換会 

学期末や年度末等に、小学

校と中学校の教員が情報交

換を行い、新中学１年生の

学校生活への適応を図りま

す。 

学校教育課 小中学校の連携の充実を図

るため、教員の研修会や授

業の相互参観、情報交換を

行い、生徒が小学校から中

学校への環境の変化に適応

できるよう取り組んでいま

す。 

Ｂ 

部活動での

外部指導者

の活動 

外部指導者の協力を得て、

運動部の活動の充実を図り

ます。 

学校教育課 各中学校において数人の外

部指導者の協力を得て、運

動部活動の充実に取り組ん

でいます。 

Ｂ 

学校評議員

制度 

地域や社会に開かれた学校

づくりを進め、学校が家庭

や地域と連携しながら、特

色ある教育活動を展開しま

す。 

学校教育課 学校行事等に地域の方を招

くとともに、学校評議員の

意見を参考にしながら、地

域に開かれた学校づくりに

取り組んでいます。 

Ｂ 

多様な体験

活動の機会

の充実 

自然体験、農業体験、ボラ

ンティア活動等、各学校の

特色ある活動を支援しま

す。 

学校教育課 小中学生を対象とした農業

体験、中学 2年生を対象と

した北海道自然体験教室や

職場体験など、児童生徒の

社会人としての資質を育成

するための体験活動の充実

に取り組んでいます。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

教育支援セ

ンター事業 

不登校生徒や学級不適応生

徒への支援等、様々なニー

ズに応じた相談・指導を行

います。 

学校教育課 不登校や学校生活における

様々な悩みのある児童生徒

や保護者、学校関係者の相

談を行うとともに、不登校

児童生徒の社会的自立に向

けた支援を行っています。 

Ｂ 

きめ細かな

指導の充実 

ＴＴ非常勤講師を配置し、

学力向上のための少人数指

導や習熟度別指導を行いま

す。 

学校教育課 学力向上のため、各学校に

学習指導支援講師を配置

し、少人数指導や習熟度別

指導に取り組んでいます。 

Ｂ 

外部人材の

活用 

水泳、書道などの授業を、

専門的な知識や技能を有す

る社会人が担当します。 

学校教育課 ブライトリーダー制度を活

用し、専門的な知識や技能

を有する地域の方を授業の

講師として招き、児童生徒

の心身の教育の充実を図っ

ています。 

Ｂ 

職場体験の

充実 

中学校期における様々な職

場での体験活動を通じて、

「職業」や「労働」に対し

ての意識を啓発します。 

学校教育課 職場体験の中で、生徒が「労

働」や「職業」といった意

識をもち、将来の社会的・

職業的自立を養うことがで

きるよう、指導しています。 

Ａ 

 

スポーツ少

年団支援事

業 

スポーツ少年団育成指導と

支援を行う。スポーツ少年

団指導者及びリーダーの養

成をすることにより、子ど

もの健やかな体の育成を図

ります。 

生涯学習課 各種競技大会への積極的な

参加や、各団体の自主運営

による大会開催を行ってい

ます。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

地域家庭教

育推進事業 

  

就学前や思春期の子を持つ

親を対象に、子どもの成長

に応じた躾（しつけ）や接

し方についての理解を深め

る。また、次代の親となる

中学生に対しても子育てに

対する理解を深めます。 

  

生涯学習課 各小学校、健康増進課と連

携し、就学時健診や歯科健

診での「子育て講座」の実

施をしています。中学生の

生徒・保護者を対象とした

「思春期講座」のほか、企

業と連携した家庭教育支援

に取り組んでいます。 

Ａ 

健康増進課 ３歳児健診の際に家庭教育

関係の冊子を配布していま

す。５歳児健診では保護者

に対し就学に向けての家庭

内でのしつけや接し方につ

いて講話を実施していま

す。 

Ａ 

町立学校体

育施設開放

事業 

町内各小中学校の体育館施

設を開放し、青少年のスポ

ーツ活動の推進を図りま

す。 

生涯学習課 町民のスポーツ・レクリエ

ーション活動の普及・発展

を目的とし、継続的・計画

的にスポーツ活動をする団

体を育成し、社会体育の振

興を図るため実施していま

す。 

Ａ 

おはなしの

会 

読書会（ボランティア）に

よる読み聞かせを行いま

す。 

生涯学習課 

（図書館） 

幼児期から本に触れ、本の

楽しさを感じられるよう毎

月第２・第４土曜日に図書

館内でボランティア団体に

よる多種多彩な絵本の読み

聞かせ活動を行っていま

す。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

ブックスタ

ート事業 

親子が絵本を通して心を触

れ合う機会をつくり、人間

関係の基礎となるコミュニ

ケーション能力を養いま

す。 

生涯学習課 

（図書館） 

健康増進課と連携し、隔月

の離乳食教室、育児相談時

（生後５～９か月児）に絵

本の無償配布と図書館司書

が読み聞かせを行い、親子

の触れ合う時間をつくる手

助けをしてます。 

Ａ 

絵本となか

よし 

職員とボランティアが絵本

の読み聞かせを通して躾

（しつけ）、伝統、文化に

触れながら人づくり教育に

取り組みます。 

生涯学習課 

（図書館） 

ブックスタートのフォロー

版として、毎月第２・第４

木曜日にボランティア団体

や図書館司書による絵本の

読み聞かせや手遊びなどを

行い、絵本の楽しさを伝達

しています。 

Ａ 

環境改善事

業 

青少年相談員による環境浄

化やコンビニエンススト

ア・書店等へ「青少年の健

全育成に協力する店」の登

録の推進を行います。 

生涯学習課 毎年 11月に、青少年相談員

がコンビニエンスストア・

書店等へ出向き「青少年の

健全育成に協力する店」の

登録活動を実施していま

す。現在の登録件数は対象

32店舗中登録は 31店舗とな

っています。 

Ａ 

地域安全活

動推進事業 

青少年にとって悪影響を与

えるおそれがある情報や商

品、サービスの提供など、

有害環境除去の活動に対し

て理解を深めます。 

生涯学習課 ７月から 11月にかけて、月

に１回青少年相談員よる各

地区パトロールや祭事パト

ロールを実施し、健全な社

会環境づくりに努めていま

す。 

Ａ 



44 

 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

子どもの居

場所づくり

事業 

各種教室（将棋・手話・実

験教室・和太鼓活動等）を

開催します。 

生涯学習課 子どもの居場所づくり・健

やかな成長を促すことを目

的とし、小中学生を対象に

土日、夏休みに将棋教室、

レクリエーション、科学実

験等様々な子ども教室を開

催しています。 

Ａ 

放課後児童

健全育成事

業 

（放課後児童ク

ラブ） 

保護者が就労等により、昼

間家庭にいない小学６年生

までの児童に対し、生活の

場や遊びを提供し、その健

全な育成を図ります。 

こども課 町内４か所で開設し、小学

１年生から６年生までを対

象に運営しているが、支援

員を確保することが困難で

あるため、高学年（５・６

年生）の受入れができない

状況であることから、支援

員の確保に努めます。 

Ｂ 
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【基本目標３ 子どもと母親の健康の確保及び増進】 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

母子健康手帳

の交付 

妊娠の届出をした者に対し

て母子健康手帳を交付し、

併せて交付時に保健師によ

る健康相談を行います。 

健康増進課 母子健康手帳の交付時に保

健師による健康相談を実施

しています。また「母子手

帳アプリ」への登録案内も

しており、情報発信にも取

り組んでいます。 

Ａ 

妊婦・乳児健

康診査医療機

関委託事業 

医療機関における健康診査

を妊婦 14回・乳児２回ずつ

助成で受診ができます。 

健康増進課 医療機関における妊婦健康

診査 14回（一部助成）、乳

児健康診査２回を無料で実

施しています。 

Ａ 

パパママ教室 妊婦及び家族に対してマタ

ニティビクス・お産のリハ

ーサル・育児・母子保健サ

ービスについての講義や実

習を行います。 

健康増進課 パパママ教室を２回１クー

ルで年間３クール実施して

います。マタニティビク

ス・お産のリハーサル、調

理実習（夫対象）、沐浴実

習、妊婦疑似体験など、夫

婦参加型の内容で実施して

います。 

Ａ 

乳児家庭全戸

訪問事業 

（こんにちは赤

ちゃん訪問事

業） 

生後４か月までの全ての乳

児のいる家庭を対象に訪問

を実施し、育児不安の解消

を図ります。 

健康増進課 生後１～４か月までの全て

の乳児のいる家庭を対象に

訪問を実施し、保護者の育

児不安の軽減に努めていま

す。 

Ａ 

乳児健康診

査・１歳６か

月児健康診

査・３歳児健

康診査 

６～８か月児・１歳６か月

児・３歳児を対象に各健康

診査を実施。身体計測・診

察及び健康相談・育児相談

等を行います。（事故予防、

予防接種推奨・育児不安の

相談等） 

健康増進課 １歳６か月児・３歳児・５

歳児を対象に健康診査を行

い、身体計測・診察及び育

児相談等を実施していま

す。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

歯科保健指導

事業 

（幼児歯科検

診） 

１歳６か月児健康診査、２

歳児歯科検診、３歳健康診

査において、歯科衛生士に

よる個別指導、フッ素塗布

を行い、むし歯予防に対す

る意識の高揚を図ります。 

健康増進課 １歳６か月児健康診査、２

歳児歯科検診、３歳健康診

査において、歯科衛生士に

よる個別ブラッシング指

導、フッ素塗布及び Ag（む

し歯の進行止め）塗布を実

施し、５歳児健康診査では、

むし歯予防に関する講話と

歯科相談を実施していま

す。 

Ａ 

各種予防接種 予防接種法による予防接種

（ジフテリア、百日せき、

破傷風、ポリオ、麻しん、

風しん、日本脳炎、BCG、ヒ

ブ、小児肺炎球菌、水痘、

おたふく［任意］）を実施

します。 

健康増進課 予防接種法による予防接種

（定期：Ｂ型肝炎、ヒブ、

小児用肺炎球菌、BCG、四種

混合、麻疹風疹混合、水痘、

日本脳炎、二種混合   

任意：ロタ、おたふくかぜ、

小児インフルエンザ）を実

施しています。 

Ａ 

食育推進事業 両親学級時の妊婦への栄養

指導、栄養士、食生活改善

推進員による調理実習と講

話、地区公民館等での母と

子参加の調理講習を行いま

す。 

健康増進課 「めざせ育メン！料理教

室」で妊婦の夫への調理指

導、管理栄養士による子育

てセミナーにおける調理実

習と講話、地区公民館等で

の親子対象の調理講習を実

施しています。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

健康相談・電

話相談 

月１回健康相談日を設け、

個別に母子の相談を実施

し、電話相談も随時行いま

す。また、思春期保健対策

についても電話相談を随時

行います。 

健康増進課 育児相談（３～４か月児、

８～９か月児）を実施（年

間各６回）。毎月第２水曜

日を健康相談日として、発

育面での経過を観察するな

ど、健診後のフォローを実

施しており、随時、電話相

談、家庭訪問も実施してい

ます。 

Ａ 

健康診査事業

（乳がん検診・

子宮がん検診） 

乳がん検診（30歳以上）・

子宮がん検診（20歳以上）

を実施します。 

健康増進課 乳がん検診（30歳以上）・

子宮がん検診（20歳以上）

を集団及び医療機関で実施

しています。 

Ｂ 

不妊治療費助

成事業 

特定不妊治療（体外受精、

顕微授精）を受けた方に治

療費の一部を助成します。

（上限５万円） 

健康増進課 特定不妊治療（体外受精、

顕微授精）、男性不妊治療

を受けた方に治療費の一部

助成を実施しています。（上

限 15万円） 

Ａ 

妊産婦福祉医

療 

母子健康手帳の交付を受け

た妊産婦に対し、医療費の

一部を助成します。 

保険課 妊産婦が、医療機関で受診

及び入院した場合に医療費

の自己負担分を一部助成し

ています。 

（自己負担 外来１回 600

円月２回限度、入院１日 300

円月 10日限度。調剤薬の自

己負担はなし。） 

Ａ 

未熟児養育医

療 

身体の発育が未熟なまま生

まれ、入院を必要とする乳

児の治療に要する医療費を

公費により負担します。 

健康増進課 身体の発育が未熟なまま生

まれ、入院を必要とする乳

児の治療に要する医療費の

公費負担（未熟児養育医療）

を実施しています。 

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

小児・児童福

祉医療 

中学３年生までの子どもが

医療機関等を受診した場合

に医療費の一部を助成しま

す。 

保険課 中学３年生までの子どもが

医療機関を受診及び入院し

た場合の医療費の自己負担

分の一部助成を平成 30年 10

月から高校３年生までに拡

大しました。０歳から３歳

未満の幼児に対しては外来

自己負担を助成しておりま

す。 

８自己負担 外来１回 600

円月 2回限度、入院１日 300

円月 10日限度 

（調剤薬の自己負担はな

し。） 

Ａ 
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【基本目標４ 子育て支援する生活環境の整備、子ども等の安全確保】 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

子育て世帯へ

の住宅供給 

公的住宅や空き家などの

情報を提供し、子育て世帯

が暮らしやすい安全な住

宅の確保に努めます。 

都市整備課 町営住宅の申し込みは随時

受付しています。また、安

全な住宅の確保について

は、茨城町公営住宅等長寿

命化計画を策定し、それを

基に町営住宅の長寿命化と

バリアフリー化に向けて取

り組みます。 

空き家などの情報の提供に

ついては、現在、空家バン

クの登録がないので、引き

続き空家バンク登録を目指

し制度の周知等に努めま

す。 

Ｃ 

公共施設等の

バリアフリー

化 

公共施設等における段差

の解消や授乳室、ベビーベ

ッド、ベビーチェアなど子

育て世帯が利用しやすい

施設・整備の推進に努めま

す。 

財政課 本庁舎に、授乳室（ベビー

ベッド有り）の設置や正面

玄関スロープ等を設置しま

した。今後子育て世帯等、

誰もが利用しやすい施設整

備の推進に取り組みます。 

Ｂ 

防犯対策推進

事業 

各校で「学校への不審者侵

入時の危機管理マニュア

ル」等を作成し、年１回の

防犯訓練を実施します。 

学校教育課 各学校で「危機管理マニュ

アル」に基づき、学校への

不審者侵入時の対応や防犯

訓練も定期的に実施してい

ます。 

Ａ 

「こどもを守

る 110番の家」

等推進事業 

各校毎に「こどもを守る

110番の家」を設置し、子

どもの安全確保対策とし

て地域ぐるみで取り組み

ます。 

学校教育課 「こどもを守る 110番の家」

の設置協力者との連携によ

り、子どもたちの登下校や

地域での生活の防犯対策が

図られています。 

Ｂ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

小学生への防

犯ブザーの配

布 

子どもたちを犯罪や危険

から守るため、防犯ブザー

を配布します。 

学校教育課 企業の提供により、新小学

１年生に対し防犯ブザーや

安全笛を配布し、安全対策

を図っています。 

Ａ 

交通安全対策

事業 

安全な道路交通環境とし

てカーブミラーやガード

レールの設置、通学時の朝

夕の立哨活動を行い、子ど

もの安全確保をします。ま

た、水戸警察署と連携した

交通安全教室を実施し、交

通安全意識の向上と正し

い交通ルールについて学

びます。 

町民協働課 水戸警察署や水戸地区交通

安全協会、関係機関と連携

し、街頭立哨活動、交通安

全運動期間中の街頭キャン

ペーンの開催、学校等での

交通安全教室を開催するな

ど、交通安全普及啓発と交

通事故防止活動を実施して

います。また、安全な交通

環境を確保するため、カー

ブミラーや道路区画線など

の交通安全施設の整備事業

を実施しています。 

Ｂ 

防犯対策事業 子どもたちが安心して通

学ができるよう防犯パト

ロールを実施します。「安

全なまちづくり条例」に基

づき、防犯活動やその他安

全に関する活動を自主的

に行う団体へ支援を行い、

安心で安全な住みよい地

域社会を構築します。 

町民協働課 安全な地域づくりのための

防犯環境整備として、防犯

灯 LED化や防犯カメラ設置

事業を実施しています。ま

た、地域の安全に対する意

識の啓発を図るため、関係

団体と連携した街頭キャン

ペーンや犯罪被害の未然防

止のための防犯パトロール

を実施しています。 

Ｂ 
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【基本目標５ 要保護家庭へのきめ細かな取組の推進】 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

要保護児童対策

地域協議会 

児童虐待の禁止・予防・

早期発見・対応などを図

るため、地域の関係機

関・団体の代表者で構成

される要保護児童対策

地域協議会を開催し、関

係機関が連携を深めな

がら児童虐待防止対策

を強化します。 

こども課 要保護児童対策地域協議会

（個別ケース会議）を定期的

に開催し、関係機関等と情報

の共有及び連携を図ること

により、児童虐待通告時など

には迅速な対応ができる環

境整備に取り組んでいます。

また、児童虐待予防対策とし

てオレンジリボンたすきリ

レーへの参加や虐待防止の

ための啓発活動など虐待発

生・予防に取り組んでいま

す。 

Ａ 

乳児家庭全戸訪

問事業 

（こんにちは赤ちゃ

ん訪問事業） 

【再掲】 

生後４か月までの全て

の乳児のいる家庭を対

象に訪問を実施し、育児

不安の解消を図ります。 

健康増進課 生後４か月までの乳児のい

る家庭を訪問し、母子の様子

を把握することで、産後うつ

の早期発見に努めています。 

Ａ 

乳児健康診査・

１歳６か月児健

康診査・３歳児

健康診査 

【再掲】 

６～８か月児・１歳６か

月児・３歳児を対象に各

健康診査を実施。身体計

測・診察及び健康相談・

育児相談等を行います。

（事故予防、予防接種推

奨・育児不安の相談等） 

健康増進課 １歳６か月児・３歳児・５歳

児を対象に健康診査を行い、

身体計測・診察及び育児相談

等を実施しています。 

Ａ 

育児相談事業 保健センターにおいて、

保健師・管理栄養士・助

産師等による育児相談

を開催します。 

健康増進課 保健センターにおいて、保健

師・管理栄養士・助産師等に

よる育児相談を実施してい

ます。 

Ａ 



52 

 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

早期療育支援事

業 

１歳６か月児健診、３歳

児健診の結果、経過観察

を必要とする幼児とそ

の保護者を対象に教室

を実施します。 

健康増進課 １歳６か月児健診、３歳児健

診、５歳児健診の結果、行動･

発達面等で支援を必要とす

る幼児や育児不安の強い保

護者等を対象に臨床心理士

との個別相談ができる教室

を実施しています。（月２回） 

Ａ 

ひとり親家庭等

医療費助成事業 

ひとり親家庭の医療費

を助成し、経済的負担の

軽減を図ります。 

保険課 ひとり親世帯が、医療機関で

受診及び入院した場合に医

療費の自己負担分を一部助

成しています。 

自己負担 外来１回 600円

月 2回限度、入院１日 300

円月 10日限度 

調剤薬の自己負担はなし。 

Ａ 

児童扶養手当支

給事業 

父母の離婚などにより

父又は母と生計を同じ

くしていない子どもが

育成される家庭の生活

の安定と自立の促進を

目的として支給します。 

こども課 父母の離婚などにより、ひと

り親家庭等になった保護者

に対し、生活の安全と自立を

促進することを目的とし、現

行制度での支給をしていま

す。 

Ａ 

保育所（園）・

幼稚園の障がい

児受入れ事業 

  

保育士の加配や障がい

に関する専門の知識を

有する職員を配置し、保

育所（園）や幼稚園にお

ける障がい児の受入れ

体制や相談体制を充実

し、就学前児童に対して

適切な保育・療育を実施

します。また、そのため

こども課 現在、保育施設等では障害手

帳及び療育手帳を持つ児童

７人を受け入れており、保護

者からの育児相談等を実施

しています。また、町教育支

援委員会において、小学校入

学の際の受入れ態勢につい

て情報交換等を行っていま

す。 

Ａ 



53 

 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

に必要な保育士の人員

配置、支援が行いやすい

施設の整備に努めます。 

  

学校教育課 就学前の障がい児の保護者

との教育相談を通じて、就学

に関する支援を行うととも

に、教育委員会と小中学校、

幼稚園、保育園が障がい児の

支援に関して情報を共有す

るための会議を設置し、連携

を図っています。 

Ａ 

早期療育支援事

業 

（トトロ教室、なか

よし教室） 

情緒・言語・心身の発達

などに問題のある幼児

に対し、適切な早期療育

を実施し、子どもの成

長・発達を促すとともに

親の育児不安を軽減し

ます。 

健康増進課 情緒・言語・心身の発達など

に問題のある幼児に対し、適

切な早期療育を勧め、関係機

関につないでいます。保護者

の不安軽減のため、なかよし

教室などの個別相談を実施

しています。 

Ａ 

特別児童扶養手

当の支給 

精神又は身体に障がい

のある 20歳未満の児童

の養育者に手当を支給

します。 

社会福祉課 対象者に対し各種障害者手

帳の交付時に制度について

案内を実施してきました。ま

た、障がい者福祉のしおり、

広報等により制度の周知に

も努めています。 

Ａ 

障がい児福祉手

当の支給 

身体又は精神に著しく

障がいがあり、日常生活

において常時特別の介

護を必要とする在宅の

20歳未満の児童の者に

手当を支給します。 

社会福祉課 対象者に対し各種障害者手

帳の交付時に制度について

案内を実施してきました。ま

た、障がい者福祉のしおり、

広報等により制度の周知に

も努めています。 

Ａ 

在宅心身障がい

児福祉手当の支

給 

在宅で 20歳未満の重度

の心身障がい児を介護

している保護者に対し

手当を支給します。 

社会福祉課 対象者に対し各種障害者手

帳の交付時に制度について

案内を実施してきました。ま

た、障がい者福祉のしおり、

Ａ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

広報等により制度の周知に

も努めています。 

ポーテージ教室 

（ニコニコルーム） 

発達に遅れや偏りがあ

る子どもたちを対象に

した集団指導と個別指

導を行い、障がい児のた

めの早期療育プログラ

ムを実施します。 

社会福祉協

議会 

利用者がいないため平成 26

年度末に廃止しました。 

 - 

児童発達支援 身近な地域の障がい児

支援の専門施設（事業）

として、通所利用の障が

い児への支援だけでな

く、地域の障がい児・そ

の家族を対象とした支

援や、保育所（園）等の

障がい児を預かる施設

に対する援助等にも対

応します。 

社会福祉課 児童発達支援サービスを提

供することで、日常生活にお

ける基本的な動作の指導、集

団生活への適応訓練などの

推進に努めています。 

Ｂ 

放課後等デイサ

ービス 

学校通学中の障がい児

に対して、放課後や夏休

み等の長期休暇中にお

いて、生活能力向上のた

めの訓練等を継続的に

提供することにより、学

校教育とあいまって障

がい児の自立を促進す

るとともに、放課後等の

居場所づくりを推進し

ます。 

社会福祉課 放課後等デイサービスを提

供することで、障がい児の自

立を促進するとともに、放課

後等の居場所づくりの推進

に努めています。 

Ｂ 
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事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

障がい児入所支

援 

（福祉型・医療型） 

重度・重複障がいや被虐

待児への対応を図るほ

か、自立（地域生活移行）

のための支援を充実し

ます。 

福祉型…保護、日常生活

の指導、知識技能の付与 

医療型…保護、日常生活

の指導、独立自活に必要

な知識技能の付与及び

治療 

社会福祉課 利用者がいないため障がい

児入所支援（福祉型・医療型）

のニーズの把握に努めてい

ます。 

Ｂ 

障がい児相談支

援 

個々の状況に合ったサ

ービス利用を可能とす

る障がい児支援利用計

画を作成します。 

社会福祉課 障がい児が障害児通所支援

を利用する前に障がい児支

援利用計画を作成し、通所支

援開始後、一定期間ごとにモ

ニタリングを行う等の支援

を行うことにより、個々の状

況に合ったサービス利用の

提供に努めています。 

Ｂ 
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【基本目標６ 職業生活と家庭生活との両立の推進等】 

事 業 名 事 業 展 開 担 当 課 取組状況・課題 評価 

男女共同参

画推進事業 

固定的な役割分担意識の解

消を図るため、家庭・地域・

職場等あらゆる場において

の男女共同参画に関する広

報、普及活動を行います。 

企画政策課 男女共同参画意識の醸成を

図るため、ポスター、チラ

シ等を積極的に活用して、

広く意識啓発事業を実施し

ています。 

今後は、男女共同参画意識

の実態を踏まえた具体的な

取組を検討してまいりま

す。 

Ｃ 
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第３章 計画の基本的な考え方  
１ 計画の基本理念  

未来を担う子どもたちは、人と人とを結ぶかけがえのない存在であり、その成長し

ていく姿は次代への希望に満ち溢れ、光り輝いています。安心して産み育てられ、生

涯この町で暮らしたいと思えるような安全で快適な地域社会が必要です。 
第１期計画は、茨城町次世代育成支援行動計画の基本理念を継承し、各種施策を展

開してきました。 
今回の第２期においては、この基本理念を踏まえ、現状に鑑みて見直しを行い“子

どもを安心して産み育てられる 夢と希望を未来へつなぐまち”を計画の基本理念とし、
安心して産み育てられ、生涯この町で暮らしたいと思えるような安全で快適な地域社

会が実現することを目指していきます。      
 

■茨城町次世代育成支援行動計画の基本理念 

１ 将来を担う子どもたちが明るくすこやかに成長できるような環境づ

くりをめざします。 

 

２ 子どもが欲しいと希望する人が安心して子どもを産み育てることが

できる環境づくりをめざします。 

 

３ 子どもを育てている人が子育ての喜びを実感できるような環境づく

りをめざします。 

  

計画の基本理念 

子どもを安心して産み育てられる  

夢と希望を未来へつなぐまち 
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２ 教育・保育提供区域の設定  
教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の区域は、町全域を１区域とします。 
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３ 基本目標  
本計画の基本理念を実現するため、以下の６つの基本目標を設定します。  

基本目標１  幼児期の教育・保育及び地域における子育て支援  

少子化の急速な進行により子どもの数が減少しており、子ども自身が様々な年齢の

中で互いに育ち合う機会が減少しているなど、子どもの育つ環境が変化しています。 
子どもが安心して育まれ、子ども同士が集団の中で育ち合い、健やかに成長できる

よう乳幼児期の教育・保育を充実することが必要です。また、子どもを安心して産み、

ゆとりをもって育てられるよう、子どもや母親の健康を確保するとともに、子育て家

庭が地域の支え合いを感じながら子育てができるよう地域における子育て支援を推進

します。  
基本目標２  子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備  

命の大切さや子どもを産み育てること、家庭の大切さを理解できる子どもへと成長

していけるよう、保育所（園）や学校等と連携を図りながら、社会性や豊かな人間性

をもった次代の親として育成していきます。 
また、教育・保育に関する専門性を有する指導主事・教育アドバイザーを配置し、

地域の特性を活かしながら、家庭・学校・地域など様々な学習の機会や人々との交流

を通して、子ども一人一人が個性を伸ばし、豊かな人間性を育んでいけるような環境

づくりに努めます。  
基本目標３  子どもと母親の健康の確保及び増進  

安心して妊娠・出産ができる環境を確保するとともに、母親の育児に関する不安を

軽減し、伸び伸びと安心して育児が楽しめるよう母子保健事業の一層の充実を図りま

す。 
また、子どもたちの心身ともに健全な育成を図るため、食育や小児医療の充実を進

めていきます。 
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基本目標４  子育て支援する生活環境の整備、子ども等の安全確保  

子どもが安心して伸び伸びと成長し、子育て家庭がゆとりをもった日常生活を営め

るよう、良質な住宅を確保するとともに、施設のバリアフリー化、道路や公園の整備・

充実等により安全で安心して暮らせるまちづくりを進めます。 
また、子育てと職業生活の両立ができるように、多様な保育サービスの充実を図り

ます。職場の子育て家庭に対する配慮や理解、ワーク・ライフ・バランス、各種法制

度の利用に関することを周知啓発していくとともに、男性の子育て参加を促し、家族

全体が子育てに協力し、子育てへの喜びを感じることができる環境づくりを目指しま

す。 
さらに、次代を担う子どもの生命を守るために、子どもたちの目線から生活環境を

見つめ直し、地域・行政・関係機関が一体となって、子どもが安全で安心して伸び伸

びと遊ぶことができる環境づくりに努めます。  
基本目標５  個々の家庭の状況に応じたきめ細かな取組の推進  

子どもの心身の発達・発育に長期間にわたり大きな影響を及ぼす児童虐待は増加傾

向にあり、深刻な社会問題となっています。このため、子どもの権利擁護に関して、

体罰によらない子育てを推進するとともに、地域の見守りや関係機関・団体等との連

携を図りながら、児童虐待の発生予防・早期発見、発生時の迅速・的確な対応等を行

うための体制の充実に努めます。また、子どもの貧困対策のための相談体制や経済的

支援の充実に努めます。 
さらに、「ノーマライゼーション」の理念のもと、医療的ケアが必要な児童等や外

国につながる幼児等への支援及び教育の充実を図り、地域社会で安心して暮らせるよ

うに、総合的な施策を推進します。  
基本目標６  子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保  

子育てのための施設等利用給付の実施に当たり、保護者の経済的負担の軽減や利便

性等を勘案し、公正かつ適正な支給を行います。 
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４ 計画の体系  

 



63 

 

 
 

第４章 
計画の推進方策 

 
 

基本目標１ 幼児期の教育・保育及び地域における子育て支援 
基本目標２ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 
基本目標３ 子どもと母親の健康の確保及び増進 
基本目標４ 子育て支援する生活環境の整備、子ども等の安全確保 
基本目標５ 個々の家庭の状況に応じたきめ細かな取組の推進 
基本目標６ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 
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第４章 計画の推進方策  
基本目標１  幼児期の教育・保育及び地域における子育て支援  

【基本方針】 
１ 教育・保育施設の充実 

２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

１ 教育・保育施設の充実  
（１）１号認定  
【１号認定とは】 

「保育を必要とする事由」4に該当しない、年齢が３歳以上の就学前児童で、利用

できる施設は幼稚園、認定こども園となります。 

【実績】 

年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

認定者数（人） 267 267 251 246  242 

各年４月１日現在 

【量の見込みと確保量】 

    年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（人） 233 225 217 209 201 

利用定員（人） 515 460 460 460 460  
（２）２号認定  
【２号認定とは】 

「保育を必要とする事由」に該当し、保育を必要とする年齢が３歳以上の就学前

児童で、利用できる施設は保育園、認定こども園となります。     
                                                 

4 保育を必要とする事由・・・①就労、②妊娠、出産、③保護者の疾病、障がい、④同居又は長期入院等している親族の介護・看護、

⑤災害復旧、⑥求職活動、⑦就学、⑧虐待やＤＶのおそれがあること、⑨育児休業取得中に、既に保育を利用している子どもがいて

継続利用が必要であること、⑩その他、上記に類する状態として市町村が認める場合。 
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【実績】 

年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

認定者数（人） 383 363 351 363  384 

各年４月１日現在  
【量の見込みと確保量】 

    年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（人） 370 357 344 332 332 

利用定員（人） 433 463 463 463 463 

 

（３）３号認定  
【３号認定とは】 

「保育を必要とする事由」に該当し、保育を必要とする０歳～２歳で、利用でき

る施設は保育園、認定こども園となります。 
【実績】 

年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

認定者数（人） 229 219 214 228 218 

各年４月１日現在 

【量の見込みと確保量】 

   年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（人） 231 244 257 270 283 

利用定員（人） 253 283 283 283 283 

※令和２年度からの利用定員には、家庭的保育事業等の新規事業の利用定員数を含めています。 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の推進  
（１）利用者支援事業  
【事業概要】 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業

等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整

等を実施する事業です。 
【実績】 

平成 27年よりこども課窓口にて子育てコンシェルジュ（利用者支援専門員）１

人を配置しています。 

また、令和元年度より子育て世代包括支援センターにおいて、妊産婦の育児相談

を行う相談員１人を配置しました。 
年 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

実績（か所） 1 1 1 1 2 

各年４月１日現在 

【量の見込みと確保方策】 

      年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（か所） 2 2 2 2 2 

確保方策（か所） 2 2 2 2 2 

 

（２）地域子育て支援拠点事業  
【事業概要】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 
【実績】 

              年 度 

区 分 
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績 
延べ人数 14,869 16,687 20,207 17,470 

か所 9 9 10 10 

【量の見込みと確保方策】 

子育て支援センター１か所、町内の保育園３園、認定こども園７園（私立５園、

公立２園）、児童福祉施設１か所の合計 12か所で実施します。 
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      年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（延べ人数） 13,058 11,289 9,760 8,438 7,295 

確保方策 
延べ人数  27,000  27,000  27,000  27,000  27,000 

か所  12  12 12 12 12 

 

（３）妊産婦健康診査  
【事業概要】 

妊産婦の健康の保持及び増進を図るため、妊産婦に対する健康診査として、健康

状態の把握、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査及び保健指導を実施する

事業です。 
【実績】 

平成 30年度については妊婦 206人に対し、14回分までの公費助成を行いまし

た。 
年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（人） 309 200 188 206 

【量の見込みと確保方策】 

     年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（人） 190 190 180 180 170 

確保方策 

実施場所：県内医療機関 

実施時期：通年実施 

実施体制：医療機関等との委託契約 

健診回数：16回／人（妊婦健康診査 14回分＋産婦健康診査 2回分） 

検査項目：国が定める基本的な健康診査項目 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業  
【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供

や養育環境等の把握を行う事業です。 
【実績】 

年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（人） 193 192 198 198 
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【量の見込みと確保方策】 

       年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（人） 190 190 180 180 170 

確保方策 
実施体制：乳児家庭訪問指導員及び保健師 

実施機関：保健福祉部 健康増進課  
（５）養育支援訪問事業  
【事業概要】 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助

言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 
【実績】 

平成 30年度の実績は、訪問世帯数８世帯となっています。  
年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（世帯） 10 11 18 8 

【量の見込みと確保方策】 

        年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（世帯） 7 7 6 6 5 

確保方策 
実施体制：保健師６人及び児童相談員１人（月１回訪問見込み） 

実施機関：保健福祉部 健康増進課及びこども課 

 

（６）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児

童等の支援に資する事業）  
【事業概要】 

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図る

ため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワ

ーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業です。 
【実績】 

茨城町要保護児童対策地域協議会（代表者会議・実務者会議・個別ケース会議）

を実施し、平成 30年度の開催実績は６回となっています。 
年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（回） 5 8 10 6 
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【確保方策】 

年 度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

確保方策（回） 5 5 5 5 5  
（７）子育て短期支援事業  
【事業概要】 

保護者の疾病や仕事等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に

困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う短期入

所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ

事業）です。 
【実績】 

本町では、石崎学園と樹学園の２か所にショートステイ事業のみを委託し、実施

しています。 

平成 30年度の利用実績は、15人です。 

年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（延べ人数） 4 3 25 15 

【量の見込みと確保方策】 

         年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（延べ人数） 14 14 14 14 14 

確保方策 

実施場所                          

社会福祉法人 茨城補成会 石崎学園             

社会福祉法人 つつみ会 樹学園  
（８）ファミリー・サポート・センター（子育て援助活動支援事業） 
【事業概要】 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり

等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援

助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 
【実績】 

本事業については、実施していません。 
【量の見込みと確保方策】 

ファミリーサポートセンターの設置に向けて検討してまいります。 
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（９）一時預かり事業  
① 幼稚園型  

【事業概要】 

幼稚園における在園児を対象とした一時預かり事業です。 
【実績】 

年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（延べ人数） 969 1,869 2,083 2,162 

【量の見込みと確保方策】 

      年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（延べ人数） 2,219 2,340 2,467 2,601 2,743 

確保方策（延べ人数） 2,219 2,340 2,467 2,601 2,743  
② 幼稚園型を除く  

【事業概要】 

一時預かり事業（幼稚園型）を除く一時預かり事業で、家庭において保育を受け

ることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こど

も園、幼稚園、保育所（園）、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的

に預かり、必要に応じて保育を行う事業です。 
【実績】 

年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（延べ人数） 455 359 411 233  
【量の見込みと確保方策】 

        年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（延べ人数） 220 213 207 201 195 

確保方策（延べ人数）  220 213 207 201 195 
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（10）延長保育事業  
【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間

において、認定こども園、保育所（園）等において保育を実施する事業です 
【実績】 

年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（人） 80 68 86 80 

【量の見込みと確保方策】 

        年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（人） 128 128 128 128 128 

確保方策（人）  328  328  328  328  328 

 

（11）病児・病後児保育事業（体調不良時対応型）  
【事業概要】 

病院・保育所（園）等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的

に保育等する事業です。 
現在は体調不良時対応型のみ実施をしていますが、病児対応型・病後児対応型の

実施について検討していきます。 
【実績】 

年 度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（延べ人数） 407 277 286 407 

【量の見込みと確保方策】 

          年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み（延べ人数） 420 420 425 425 430 

確保方策（延べ人数） 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200  
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（12）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ・放課後子ども

教室）  
 

【事業概要】 

■放課後児童クラブ 
保護者が労働などにより昼間家庭にいない児童に対し、授業の終了後に小学校

の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図

る事業です。 
■放課後子ども教室 

放課後に小学校の施設を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点として

の居場所を設け、地域住民の参画を得て、子どもたちとともに学習、スポーツ、

文化・体験活動、地域住民との交流活動等の取組を実施することにより、子ども

たちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するために

行う事業です。 
【実績】 

■放課後児童クラブ 

            年 

区 分 
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

実績（人） 

低学年 213 169 218 217 

高学年 44 105 89 77 

合計 257 274 307 294 

各年５月１日現在 

 

■放課後子ども教室 

         年 度 

区 分 
Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

登録者数（人）  － 271 366 344 

利用者数（延べ人数）  － 8,286 10,500 10,219 

実施回数 － 週１回 週１回 週１回 

場所 － ４か所 ４か所 ４か所  
【量の見込みと確保方策】 

各小学校を活用し「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」の両事業が連携

することで、多様な子どもたちの関係を形成し、地域の人との関わりを体験できる
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安心で安全な居場所を提供するとともに、放課後は利用しない余裕教室等（図書室

や体育館等）を有効に活用した事業運営に取り組みます。 
また、全ての子どもが利用できる環境（支援員やコーディネーターの確保等）を

整備するため、教育委員会及び保健福祉部等の関係部局で、放課後児童健全事業の

実施状況等の情報共有を行うとともに、特別な配慮を必要とする児童等に対する個

別支援の方法については必要に応じ関係機関と連携し、適切な支援体制を構築する

等、児童の健全な育成に努めます。 
今後においても、地域の実情に沿ったニーズを把握し、放課後児童健全事業の充

実を図るとともに、利用者や地域住民への周知の推進に努めます。  
■放課後児童クラブ 

       年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み

（人） 

低学年 221 221 221 221 221 

高学年 79 84 90 95 100 

合計 300 305 311 316 321 

確保方策（人） 370 370 370 370 370 

 

■放課後子ども教室 

   年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

利用定員 450  450 450 450 450 

実施回数 週 1回 週 1回 週 1回 週 1回 週 1回 

場所 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 

 

（13）実費徴収に係る補足給付を行う事業（給食を除く）  
【事業概要】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が

支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又

は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 
【事業の方向性】 

本事業については、対象となる児童や生徒世帯の把握に努め、今後検討してまい

ります。 
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（14）家庭的保育事業【新規事業】  
【事業概要】 

家庭的な雰囲気の下で、０歳から２歳児の少人数を対象にきめ細かな保育を実施

する事業です。 
【量の見込みと確保方策】 

        年 度 

区 分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

量の見込み 
人数（人） 5 5 5 5 5 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 

確保方策 
人数（人） 5 5 5 5 5 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 

  



75 

 

基本目標２  子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備  

【基本方針】 

１ 次代の親の育成 

２ 子どもの生きる力の育成に向けた学校教育環境等の整備 

３ 家庭や地域の教育力の向上 

４ 子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

５ 児童の健全育成 

６ 教育・保育に関する専門性を有する指導主事・幼児教育アドバイザ

ーの配置・確保 

 

（１）次代の親の育成  
【施策の方向性】 

これから子どもを産み育てる親に対して、子どもとともに育っていくという観点

から、いわゆる「親育ち」を支援する取組が必要です。 
このため、子どもを産み育てたいという希望が実現できるための環境を整備する

とともに、母親学級等の学習機会などを活用し、男女が協力して家庭を築くことや

子どもを産み育てることの意義などの啓発事業を進めます。 
また、小中学生には子どもを産み育てることの素晴らしさや生命の大切さを理解

してもらうため、乳幼児等との交流の機会を設けていきます。  
（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校教育環境等の整備  
【施策の方向性】 

子どもたちの成長には親や家庭の役割とともに、保育所（園）、幼稚園、認定こ

ども園、小学校など教育・保育環境の役割も重要です。子どもたちが、教育・保育

の提供を通じて集団の異年齢の関わりの中で、人間形成の基礎を身につけるととも

に、様々な体験を通じ、社会性や心身の成長を育むことが求められています。また、

学校教育の分野においては、子ども一人一人に応じたきめ細かな指導ができるよう、

家庭、地域が連携した取組が必要になっています。  
（３）家庭や地域の教育力の向上  
【施策の方向性】 

少子化、核家族化や地域関係の希薄化等により、家庭や地域の教育力の低下が懸

念されています。教育の原点である家庭の教育力を高めるため、家庭の自主性を尊
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重しつつ、身近な地域による子育てに関する学習機会や情報の提供、関係機関が連

携した相談支援、専門的人材の育成など、きめ細かな家庭教育支援体制の充実が求

められています。  
（４）子どもを取り巻く有害環境対策の推進  
【施策の方向性】 

書店やコンビニエンスストアなどで、子どもの成長に悪影響が懸念される、性や

暴力に関する過激な内容とする雑誌、ビデオ、コンピューターソフト等が見受けら

れます。また、テレビ、インターネット等のメディア上には性、暴力等の有害情報

も氾濫しています。 
このため、地域、学校及び家庭における情報モラル教育の推進とともに、関係機

関や地域と連携・協力し、子どもたちが有害情報等に巻き込まれない体制を整備し

ます。  
（５）児童の健全育成  
【施策の方向性】 

少子化により児童数が減少しており、遊びを通じての仲間関係の形成、社会性の

発達と規範意識の形成に大きな影響があると懸念されています。 
このため、全ての子どもを対象とし、地域の協力による学習や体験活動、交流活

動など、安全・安心な子どもの居場所づくりを推進します。  
（６）教育・保育に関する専門性を有する指導主事・幼児教育アドバ

イザーの配置・確保  
【施策の方向性】 

教育・保育に関する専門性を有する指導主事・幼児教育アドバイザーを配置・確

保し、教育内容や指導方法、環境の改善等を図り、地域の幼児教育・保育の質の向

上を目指します。 
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【事業一覧】 

事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

地域家庭教育推進

事業 

講座・教室等において、相談・情報提供・

内容の充実を図り、家庭や地域における教

育力の向上に努めます。 

１ 生涯学習課 

３歳児健診で「家庭教育学級ひよこ」を配

布するだけではなく、５歳児健診で児童の

特性を踏まえた接し方などの助言を実施し

ます。 

１ 健康増進課 

多様な体験活動の

機会の充実 

児童生徒の発達段階に応じた体験活動を工

夫するとともに、職場体験の受入れ先など、

地域の理解、協力が得られるよう努めます。 

２，５ 学校教育課 

情報教育推進事業 

令和２年度よりプログラミング教育が開始

されることから、ICT機器や教材の拡充、

ICT機器を活用した授業の改善に努めま

す。 

２ 学校教育課 

小学校と中学校の

情報交換会 

教員の研修会や授業の相互参観、情報交換

を引き続き行い、児童生徒の指導に活かし

ていきます。 

２ 学校教育課 

教育支援センター

事業 

児童生徒の学校生活における悩みは様々で

あるため、相談員の研修の機会を確保し、

相談、支援の充実に努めます。 

２ 学校教育課 

きめ細かな指導の

充実 

学習指導支援講師を配置し、きめ細やかな

指導を行うとともに、講師の人材確保に努

めます。 

２ 学校教育課 

部活動での外部指

導者の活動 

運動競技に関する知識・技術を有する外部

指導者からの指導は、生徒にとって有意義

であることから、協力していただける外部

指導者の人材確保に努めます。 

２ 学校教育課 

学校評議員制度 

学校運営において、地域の方の意見は、貴

重であることから、学校評議員の人材確保

に努めます。 

２，３ 学校教育課 

外部人材の活用 

新たなブライトリーダーの確保を行うとと

もに、ブライトリーダーの専門的な知識、

技能の効果的活用に努めます。 

２，３ 学校教育課 

地域交流推進事業

の実施 

ふるさと学習や涸沼などの自然環境を活か

した環境学習を推進するとともに、農業体

験などを通して地域の方との交流に努めま

２，５ 学校教育課 



78 

 

事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

す。 

おはなしの会 

幅広い分野での読み聞かせを展開し、子ど

もから大人まで楽しめるおはなし会を開催

します。 

３ 
生涯学習課 

（図書館） 

ブックスタート事

業 

絵本の無償配布の際に、図書館や「絵本と

なかよし」等おはなし会の案内を行い、次

の読み聞かせ事業参加へつなげられるよう

にします。 

３ 
生涯学習課 

（図書館） 

絵本となかよし 

読み聞かせの時間に合わせ、赤ちゃんタイ

ムを実施し、乳幼児連れでも利用しやすい

図書館にして、参加者の拡大に努めます。 

３ 
生涯学習課 

（図書館） 

環境改善事業 

青少年相談員の協力を頂き、継続して環境

浄化活動の推進に努めます。青少年相談員

にだけでなく、家庭や地域の方々との連携

を図ります。 

４ 生涯学習課 

地域安全活動推進

事業 

青少年を取り巻く環境が変化している中、

SNS等を通じた情報化社会への対応、犯罪

や様々な問題への取組が課題となります。 

４ 生涯学習課 

スポーツ少年団支

援事業 

団員募集チラシを町内各小学校を通して配

布し、各少年団員の増員を図ります。 
５ 生涯学習課 

町立学校体育施設

開放事業 

安心して利用できるように、施設や備品等

を計画的に整備します。 
５ 生涯学習課 

子どもの居場所づ

くり事業 

町民のニーズを把握し、子どもが安全で安

心して楽しく学べる環境づくりに努めま

す。また、地域の協力者、指導者の人材育

成に努めます。 

５ 生涯学習課 

教育・保育に関する

専門性を有する指

導主事・幼児教育ア

ドバイザーの配

置・確保 

【新規事業】 

教育・保育に関する専門性を有する指導主

事・教育アドバイザーの配置・確保に努め

ます。 

６ 
学校教育課 

こども課 
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基本目標３  子どもと母親の健康の確保及び増進  

【基本方針】 

１ 子どもや母親の健康確保 

２ 食育の推進 

３ 思春期保健対策の充実 

４ 小児医療体制の充実  
（１）子どもや母親の健康確保  
【施策の方向性】 

妊娠期、出産期、新生児期及び乳幼児期を通じて、母親と子どもの健康が確保さ

れるよう母子保健における健康診査、訪問指導、保健指導等を充実することが必要

です。 
また、子どもの疾病、事故、障がいの早期発見に加え、親に対する支援の観点を

強化し、医療・福祉・教育などの関連する分野と密接な連携を図りながら、一貫性・

連続性のある母子保健サービスの提供が必要です。  
（２）食育の推進  
【施策の方向性】 

生涯にわたって健康な生活を送るためには、乳幼児期からの正しい食習慣の定着

が必要です。また、食は人間形成と家族の関係づくりの基本でもあることから、望

ましい食習慣を身につけていくことが大切です。 
このため、乳幼児期からの正しい食事の取り方や望ましい食習慣の定着を図るた

め、両親学級における栄養指導・離乳食教室及び乳幼児健診時における情報の提供

に取り組みます。  
（３）思春期保健対策の充実  
【施策の方向性】 

地域保健と学校保健の連携による思春期の心の相談等を行っていきます。     
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（４）小児医療体制の充実  
【施策の方向性】 

小児医療体制は、子どもが健やかに産まれ、育つための大切な社会基盤となるも

のです。子どもが緊急時に安心して医療を受けられるよう、小児医療体制の充実が

必要です。このため、保護者等に対する医療機関等の情報提供を充実するとともに、

夜間救急医療、休日医療など、小児医療体制の充実・確保に取り組みます。 
また、子ども救急電話相談（短縮ダイヤル＃8000）を周知します。  

【事業一覧】 

事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

母子健康手帳の

交付 

来所者が安心して相談できるよう

に、特定の保健師が継続して関わる

ようにします。また「母子健康手帳

アプリ」への登録案内を行い、情報

発信に努めます。 

１ 
健康増進課 

（子育て世代包括支援センター） 

妊産婦・乳児健

康診査医療機関

委託事業 

定期的な妊婦健診と産後健診及び乳

児健診の必要性を啓発し、受診勧奨

に努めます。 

１ 
健康増進課 

（子育て世代包括支援センター） 

乳児家庭全戸訪

問事業（こんに

ちは赤ちゃん事

業） 

産婦人科からの情報や出生連絡票な

どにより、早期の訪問が望まれる場

合、退院後早めの訪問を実施します。

（他市町村に里帰りしている場合

は、里帰り先の自治体に連絡し、訪

問を依頼します） 

１ 
健康増進課 

（子育て世代包括支援センター） 

産前・産後サポ

ート事業 

【新規事業】 

全ての妊産婦に対し、必要なサポー

トをさせていただきます。 
１ 

健康増進課 

（子育て世代包括支援センター） 

産後ケア事業

（宿泊・日帰り）

【新規事業】 

出産後、家庭等から十分な支援を受

けられない方を対象に、心とからだ

のケア、育児のアドバイス、また休

息の機会を提供します。 

１ 
健康増進課 

（子育て世代包括支援センター） 

歯科保健指導事

業（幼児歯科検

診） 

明確な資料（パンフレット等）や媒

体（むし歯模型など）を揃え、むし

歯予防に関する正しい知識の普及啓

発を図ります。 

１ 健康増進課 

各種予防接種 幼児健診時などで接種状況を把握 １ 健康増進課 
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事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

し、未接種の予防接種については、

決められた接種期間内での接種を勧

奨します。 

育児相談事業 

育児相談（３～４か月児、８～９か

月児）を実施します（年間各６回）。

毎月第２水曜日を健康相談日とし

て、健診後のフォローを実施します。

随時、電話相談、家庭訪問も実施し

ます。 

１ 健康増進課 

健康診査事業

（乳がん検診・

子宮がん検診） 

集団検診では、１日に受診できる定

員が決まっているため、希望しても

受けられないことがあります。この

対策として、個別検診の受診勧奨を

徹底することで受診者増に努めま

す。また、子育て世代にも受診しや

すい体制づくりに努めます。 

１ 健康増進課 

妊産婦福祉医療 
母子健康手帳の交付を受けた妊産婦

に対し、医療費の一部を助成します。 
１ 保険課 

パパママ教室 
パパママ教室の参加（要支援妊婦）

を勧奨します。 
１，２ 

健康増進課 

（子育て世代包括支援センター） 

１歳６か月児健

康診査・３歳児

健康診査・５歳

児健康診査 

健診未受診児に対し、幼児期の健診

の必要性を啓発し、受診を促します。 
１，２ 健康増進課 

健康相談・電話

相談 

広報等で健康相談日（毎月第２水曜

日）を周知し、利用を勧めます。 
１，３ 健康増進課 

未熟児養育医療 

身体の発育が未熟なまま生まれ、入

院が必要とする児童に対し、その医

療費を助成します。 

１，４ 健康増進課 

食育推進事業 

「早寝・早起き・朝ごはん」を推奨

し、対象にあった食事内容を啓発す

るとともに、食文化伝承に努めます。 

２ 健康増進課 

小児・児童福祉

医療 

高校３年生までの子どもが医療機関

等を受診した場合に医療費の一部を

助成します。 

４ 保険課  
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基本目標４  子育て支援する生活環境の整備、子ども等の安全確保  

【基本方針】 

１ 良質な住宅の確保 

２ 良好な居住環境の確保 

３ 安全な道路交通環境の整備や子どもの交通安全の確保 

４ 安心して利用できる環境の整備 

５ 子どもを犯罪の被害から守り、被害に遭った子どもを保護する等、

安全・安心のまちづくりの推進 

６ 仕事と子育ての両立の推進 

 

（１）良質な住宅の確保  
【施策の方向性】 

子育てを担う若い世代を中心に、広くゆとりのある住宅を確保することができる

よう、良質なファミリー向け賃貸住宅の供給を支援するなどの取組を推進します。  
（２）良好な居住環境の確保  
【施策の方向性】 

居住環境は子育てに大きな影響をもたらします。公共空間の確保や子育てに配慮

した住宅の整備に努めるとともに、子育てバリアフリーの推進に努め、安心かつ気

軽に乳幼児を連れて外出できるまちづくりを推進します。  
（３）安全な道路交通環境の整備や子どもの交通安全の確保  
【施策の方向性】 

子どもたちが日常使用する通学路は、歩道が未整備であったり、信号のない交差

点がある等、交通上の安全が確保されていない箇所が多く存在し、早急な安全対策

が求められています。また、自転車を利用する機会が多い中学生に対しては、自分

自身を交通事故から守るために、交通安全教育が重要となっています。  
（４）安心して利用できる環境の整備  
【施策の方向性】 

公共施設等において、子育て世帯が安心して利用できる施設の整備を推進します。 
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（５）子どもを犯罪の被害から守り、被害に遭った子どもを保護する

等、安全・安心のまちづくりの推進  
【施策の方向性】 

子どもや、子ども連れの親等が交通事故や犯罪等の被害に遭わないようなまちづ

くりを進めるため、街路灯の設置、地域や警察等の関係機関の連携による地域ぐる

みでの防犯体制の充実等を積極的に推進していきます。  
（６）仕事と子育ての両立の推進  
【施策の方向性】 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、子育ての時間や、家庭、地域、自己

啓発等にかかる個人の時間をもつことで、健康で豊かな生活を送る社会の構築が求

められています。 
また、働く女性や共働き世帯が増え、就労形態も多様化するなど、個人のライフ

スタイルや価値観も多様化しています。仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の実現に向けて、安心して子育てができる職場環境づくりの企業への働きか

けなどの取組の推進が求められています。  
【事業一覧】 

事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

子育て世帯への住

宅供給 

町営住宅の申し込み受付については、随時行

ってまいります。また、段階的に、町営住宅

の長寿命化とバリアフリー化に向けて取り

組みます。 

１，２ 都市整備課 

公共施設等のバリ

アフリー化 

子育て世代等を対象とした、誰もが利用しや

すい施設整備の推進をします。 
１，２ 財政課 

安全管理に関する

取組 

防犯カメラの設置を継続するとともに、通学

路の交通安全や防犯対策の強化に努めます。 
３，４ 学校教育課 

交通安全対策事業 

行政、関係団体、住民が一体となった、交通

安全意識の高揚と交通ルール遵守の普及を

行い交通事故の減少を図ります。 

３，５ 町民協働課 

非常時の安全安心

対策 

【新規事業】 

災害時の対策として町と保育施設等が連携

し、子どもたちの安全と安心を確保する観点

から、非常時に備えるための費用を助成する

事業です。 

４ こども課 
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事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

防犯対策推進事業 
各学校でマニュアルに沿った点検を行い、引

き続き防犯対策の充実に努めます。 
５ 学校教育課 

「こどもを守る

110番の家」等推

進事業 

「こどもを守る 110番の家」の制度の周知を

図るとともに、設置協力者の確保に努め、防

犯対策の強化を図ります。 

５ 学校教育課 

小学生への防犯ブ

ザーの配布 

新小学１年生に対する防犯ブザーや安全笛

の配布とともに、犯罪から子ども達自身が身

を守るための指導に努めます。 

５ 学校教育課 

防犯対策事業 

地域安全活動に携わる関係機関、団体が相互

の連携を一層緊密化させ、パトロールや防犯

のための広報啓発活動を実施し、地域安全活

動の浸透と定着を図ります。 

５ 町民協働課 

男女共同参画推進

事業 

男女共同参画意識の実態を踏まえた具体的

な取組を計画し、推進していきます。 
６ 企画政策課  
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基本目標５  個々の家庭の状況に応じたきめ細かな取組の推進  

【基本方針】 

１ 児童虐待防止対策の充実 

２ ひとり親家庭の自立支援の推進 

３ 医療的ケアが必要な児童やその他専門的な支援が必要な児童等へ

の支援及び教育の充実 

４ 外国につながる幼児等への支援及び教育の充実 

５ 不妊に対する支援  
（１）児童虐待防止対策の充実  
【施策の方向性】 

養育支援を必要とする家庭を早期に把握し虐待の発生を予防するほか、虐待が深

刻化する前の早期発見・早期対応が必要であり、その対応に介入や専門性が必要な

場合は、児童相談所などの関係機関との連携を強化し遅延なく対応することが求め

られています。 
虐待の発生予防、早期発見、早期対応、再発防止などのために、地域の関係機関

の連携、情報収集及び共有により支援を行う「要保護児童対策地域協議会」の取組

を強化するとともに、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導等を行う「子ど

も家庭総合支援拠点」の設置に向け、検討していきます。 
また、児童虐待等に係る相談支援や援助技術などの幅広い知識と技術を向上させ

るため、本町の児童相談員と児童相談所職員との連携により相談体制の強化を図り

ます。 
さらに、子育て世代包括支援センターとの連携を図り、乳幼児等を対象とした保

健福祉サービスを受けていない家庭等においては、関係部署などと連携し、家庭の

実態把握に努めるとともに、要保護児童対策地域協議会において関係機関の間で情

報の共有を図り、対応を強化します。  
（２）ひとり親家庭の自立支援の推進  
【施策の方向性】 

ひとり親家庭では、子育てをする上で経済的な支援が必要であるなど多くの問題

を抱えている現状が見受けられます。このため、ひとり親家庭への支援については、

児童扶養手当の支給等、子育て・生活支援、就業支援、経済的支援など総合的な支

援を適切に実施していくことが重要です。  
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（３）医療的ケアが必要な児童やその他専門的な支援が必要な児童等

への支援及び教育の充実  
【施策の方向性】 

日常生活を営むために医療を要する状態にある障がい児（医療ケア児）が、必要

な支援が受けられるよう、総合的な支援体制の構築に向け、相談支援専門医等の配

置を推進します。 

また、自閉症、学習障がい（LD）、注意欠陥多動性障がい（ADHD）などの発

達障がいを含む障がいのある子どもが、その可能性を十分に伸ばし、地域で安心し

た生活を送るためには、年齢や障がい等、一人一人の希望に応じた専門的な支援を

充実させることが必要です。また、障がいの原因となる疾病や事故を予防するため

の取組や、障がい等の早期発見・治療を図るための、妊婦や乳幼児の健康診査など

を推進することが必要です。 

このため、乳幼児期を含む早期からの相談体制を構築し、各施設や関係機関など

において、保護者を含めた関係者が教育上必要な支援等について共通理解を深め、

保護者の障がい受容及びその後の円滑な支援につなげることが重要です。本人及び

保護者と関係機関とが教育上必要な支援について合意形成を図ります。  
（４）外国につながる幼児等への支援及び教育の充実  
【施策の方向性】 

国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国した幼児や外国

人幼児、両親が国際結婚の幼児などの外国につながる幼児の増加が見込まれます。 
このため、特別な支援が必要な子どもが円滑に教育・保育を利用できるよう支援

を充実させることが必要です。 
子どもやその保護者の使用可能な言語に配慮した案内を行うことなど、それぞれ

の事情に応じた丁寧な支援に取り組むとともに、各施設、関係機関との連携を図り

ます。  
（５）不妊に対する支援  
【施策の方向性】 

不妊治療における体外受精や顕微授精は経済的な負担が大きいことから、配偶者

間のこれらの治療に要する費用の一部を助成し、経済的負担の軽減を図っています。   
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【事業一覧】 

事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

要保護児童対策地

域協議会 

要保護児童対策地域協議会機能を強化する

ため、児童相談所や警察・小中学校などの

関係機関との連携を密にし、児童虐待予

防・対応に取り組みます。 

１ こども課 

児童扶養手当支給

事業 

父母の離婚などにより父又は母と生計を同

じくしていない子どもが育成される家庭の

生活の安定と自立の促進を目的として支給

します。 

２ こども課 

ひとり親家庭等医

療費助成事業 

ひとり親家庭の医療費を助成し、経済的負

担の軽減を図ります。 
２ 保険課 

早期療育支援事業 

保護者の理解が得られず、相談につながら

ないケースも多くあります。保護者が障が

いの特性を理解し、必要な療育を早期に開

始できるよう働きかけます。 

３ 健康増進課 

保育所（園）・幼稚

園の障がい児受入

れ事業 

保護者の悩みや気持ちに寄り添った支援を

継続します。 
３ こども課 

障がい児の適切な保育・療育に向けて、教

育委員会と幼稚園、保育園の連携だけでな

く、関係機関や家庭との連携にも努めます。 

３ 学校教育課 

特別児童扶養手当

の支給 

精神、知的又は身体障がい等のある 20歳未

満の児童の福祉の増進を図ることを目的と

して、児童の父母又は養育者に対して手当

を支給します。 

３ 社会福祉課 

障がい児福祉手当

の支給 

精神、知的又は身体障がい等のある 20歳未

満の児童の福祉の増進を図ることを目的と

して、日常生活において常時特別の介護を

必要とする在宅の 20歳未満の児童に手当

を支給します。 

３ 社会福祉課 

在宅心身障がい児

福祉手当の支給 

在宅の障がい児を介護する家庭の経済的援

助を図るため、20歳未満の心身に障がいの

ある児童を養育している保護者に対し手当

を支給します。 

３ 社会福祉課 

児童発達支援 

日常生活における基本的な動作の指導、知

的技能の向上、集団生活への適応訓練など

の支援を継続的に提供することにより、障

がい児・その家族の支援に努めます。 

３ 社会福祉課 
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事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

放課後等デイサー

ビス 

学校通学中の障がい児に対して、放課後や

夏休み等の長期休暇中において、生活能力

向上のために必要な訓練等を継続的に提供

することにより、障がい児の自立を促進す

るとともに、放課後等の居場所づくりを推

進します。 

３ 社会福祉課 

障がい児入所支援

（福祉型・医療型） 

重度・重複障がいや被虐待児への対応を図

るほか、自立（地域生活移行）のための支

援に努めます。 

３ 社会福祉課 

障がい児相談支援 

障がい児相談支援については、地域の課題

として障害児相談支援事業所が不足してい

るという問題があります。乳幼児期から学

校卒業まで一貫した効果的な支援を障がい

児及びその家族に対して提供するため、相

談支援事業所と連携を図り障がい児相談支

援の利用促進に努めます。 

３ 社会福祉課 

外国につながる幼

児等への支援及び

教育の充実 

【新規事業】 

円滑に教育・保育を利用できるよう、あら

かじめ関係部局と連携し、各事業における

受入れ態勢等を可能な限り把握し、必要に

応じた調整を行い、教育・保育の提供体制

を確保します。また、子ども及びその保護

者の使用可能な言語に配慮した案内を行う

よう努めます。 

４ こども課 

不妊治療費助成事

業 
町民に対し、制度の普及啓発に努めます。 ５ 健康増進課  

  



89 

 

基本目標６  子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保  
【基本方針】 １ 施設等利用給付の円滑な実施の確保  

（１）施設等利用給付の円滑な実施の確保  
【施策の方向性】 

子育てのための施設等利用給付の実施に当たって、公正かつ適正な支給の確保、

保護者の経済的負担の軽減や利便性を勘案した給付方法を検討、実施します。 
また、過誤請求・支払い防止のため、施設等利用給付の給付申請は、利用者が主

に利用している施設で取りまとめるなど対策を講じます。 
（※主な事業：一時預かり事業、預り保育事業、病児・病後児保育事業、認可外保

育施設等）  
【事業一覧】 

事 業 名 実 施 方 針 基本方針項目 担 当 課 

施設等利用給付

の円滑な実施の

確保 

【新規事業】 

給付申請について、各利用施設において

取りまとめを依頼するとともに、保護者

への支払いは年４回以上となるよう努め

ます。 

１ 
こども課 

学校教育課   
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第５章 
計画の推進体制と進捗管理 

 
 

１ 計画の推進体制と進捗管理 
２ 教育・保育の一体的提供及びその推進に関する体制の確保 
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第５章 計画の推進体制と進捗管理 
１ 計画の推進体制と進捗管理  

本計画は、茨城町の子ども・子育て支援に関する基本的な方向性を定めたものです。

各施策の推進については、関係各課が連携し、全庁的な体制で取り組んでいく必要が

あります。 
このため、本計画の推進に当たっては、庁内関係各課と連携しながら、事業実施に

伴う調整や毎年度の計画の進捗状況の把握と検討、評価、計画の見直しを行います。 
また、町民や関係団体、関係機関からなる「茨城町子ども・子育て会議」において、

毎年度の計画の進捗状況の把握と検討を行います。  
■連携による推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

■ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理 

ACTION（見直し）
各年の進捗・評価結果に基づ
き、必要に応じて計画の見直
しを図ります。

PLAN（計画）
計画に基づき、目標を達成す
るための各種施策を立案しま
す。

CHECK（点検）
達成目標・年次目標を検証
し、達成状況の把握、評価を
行います。

DO（運用）
目標達成に向けて各種施策を
実施します。

茨城町
子ども・子育て支援事業計画

 

連携による推進体制 

全庁的な計画の進捗管理、評価・点検、見直し 

茨城町子ども・子育て会議 
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２ 教育・保育の一体的提供及びその推進に関する体制の確保  
（１）教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の質の確保及び向上  

教育・保育施設及び地域子ども・子育て支援事業を行う者が相互に連携し、協働

しながら本町の実情に応じた取組を推進します。 
また、認定こども園、幼稚園及び保育園と小学校等で、小学校就学後を見据えた

教育・保育の連続性・一貫性を確保することに努め、教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の質の確保及び向上を図ります。  
（２）教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の役割と必要性  

① 公立の教育・保育施設の役割  

公立の教育施設は、職員に対する研修機能、教育施設間の連携事業の実施や連

絡調整など、地域の教育・保育の水準の維持・向上を図るための基幹的な役割を

果たすとともに、特に配慮が必要な子どもを対象とする特別な支援、家庭の養育

力の低下等による家庭での保育困難なケースへの対応など、教育・保育施設のセ

ーフティネットとしての役割を有します。 
② 私立の教育・保育施設の役割  

私立の教育・保育施設は、増大する保育需要に柔軟に対応するとともに、効率

的かつ迅速な運営により、多様化する保育ニーズに対応した教育・保育事業を提

供します。 
③ 全ての家庭への子育て支援の充実  

全ての子育て家庭の多様なニーズに対応するため、放課後児童クラブや地域子

育て支援拠点事業など既存事業の充実を図るとともに、子育てに関する情報提供、

相談・助言などを行う利用者支援事業を推進します。  
（３）教育・保育施設及び地域型保育事業者との連携方策  

教育・保育施設は、地域における子育て支援の中核的な役割を担います。一方、

原則として３歳未満の保育を必要とする子どもが利用する地域型保育事業において

は、集団保育のほか、屋外遊戯場における活動なども保育に係る重要な要素となっ

てくるため、合同保育・行事参加、園庭開放など、保育内容に関する教育・保育施

設による支援が必要であるとともに、発達に遅れがある可能性がある子どもの早期
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発見やその家族に対する支援、家庭の養育力の低下等への対応などについても教

育・保育施設との連携による相談対応が不可欠です。 
このため、教育・保育施設は、地域型保育事業を行う者及び地域子ども・子育て

支援事業を行う者等と連携し、必要な保育内容などの支援を提供するものとします。  
（４）認定こども園、幼稚園及び保育所（園）と小学校等との連携方策  

認定こども園、幼稚園及び保育所（園）から小学校への円滑な接続を図るため、

小学校教諭、幼稚園教諭、保育士や放課後児童クラブの支援員の交流事業等を実施

し、就学に関する情報の共有を推進します。   
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第６章 資料編  
１ 茨城町子ども・子育て会議条例  

平成２８年３月３１日 

条例第１４号 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７７条第１項の規定

に基づき，茨城町子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 会議は，法第７７条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。 

（組織） 

第３条 会議は，委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は，次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

（１） 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

（２） 子ども・子育て支援の関係団体に属する者 

（３） 教育関係者 

（４） 保育関係者 

（５） 子どもの保護者 

（６） その他町長が必要と認める者 

３ 委員の任期は，２年とする。ただし，再任されることができる。 

４ 補欠により委嘱された委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 会議に会長及び副会長を１人置く。 

２ 会長及び副会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，会務を総理し，会議を代表する。 

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 会議は，会長が招集し，その議長となる。 

２ 会議は，委員の半数以上が出席しなければ，開くことができない。 

３ 会議の議事は，出席委員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

４ 会長は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，その説明又は意見を聴くこ

とができる。 
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（専門部会） 

第６条 会議に，特別の事項に係る調査及び研究（以下「調査等」という。）をするため，専門部会（以

下「部会」という。）を置くことができる。 

２ 部会の委員は，第３条に規定する委員のうちから，会長が指名する。 

３ 部会に，部会長及び副部会長を置く。 

４ 部会長及び副部会長は，部会の委員の互選により選出し，部会の運営については，前条の規定を準用

する。 

５ 部会において調査等を行った場合は，当該調査等の結果を会議に報告するものとする。 

（庶務） 

第７条 会議の庶務は，子ども・子育て支援事務主管課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか，会議に関し必要な事項は，町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（茨城町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 茨城町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年茨城町条例第６１

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（茨城町幼児施設設置協議会条例の廃止） 

３ 茨城町幼児施設設置協議会条例（昭和５４年茨城町条例第１０号）は，廃止する。 

（茨城町子ども・子育て支援事業計画策定委員会条例の廃止） 

４ 茨城町子ども・子育て支援事業計画策定委員会条例（平成２５年茨城町条例第４号）は，廃止する。 
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２ 茨城町子ども・子育て会議委員名簿  
（順不同・敬称略） 

№ 所属等 氏 名 備 考 

１ 
私立保育園代表（飯沼こども園） 

（社会福祉法人東明会理事長） 
東ヶ﨑   静 仁 会 長 

２ 主任児童委員代表（民生委員児童員協議会） 越 藤 留美子 副会長 

３ 私立幼稚園代表（まさみ幼稚園） 
鈴 木 信 充 

髙 倉   進 
 

４ 
子育てボランティア代表 

（更生保護女性会） 

大 野 眞 弓 

早乙女 恵美子 
 

５ ＰＴＡ連絡協議会代表 
村 田   剛 

大須賀 真 寛 
 

６ 子ども会育成連合会代表 白 石 聡 子  

７ 
公立幼稚園保護者代表 

（長岡・沼前幼稚園） 

菊 池 裕 美 

横 田 ひとみ 

小 橋 優 里 

菅 谷 礼 子 

 

８ 私立幼稚園保護者代表（いばらき幼稚園） 東ヶ﨑 泉 美  

９ 私立保育園保護者代表（飯沼こども園） 海老澤   浩  

10 学校長代表（茨城町学校長会長） 
林   豊 夫 

柴 森 浩 志 
 

11 社会福祉課長 
中 根 友 子 

渡 辺   訓 
 

12 健康増進課長 
本 多 英 男 

桃 井 雅 和 
 

13 学校教育課長 
篠 原 明 浩 

本 多 英 男 
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